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第 1節はじめに
本稿は IT革新に伴う金融システムの変化の動向を観察し，金融システ
ムの機能や制度的構造がどのように変容するのか（しないのか）を検討す
るための試論的考察である。取り上げた諸事例や変化の諸側面は必ずしも
網羅的ではないし，また体系的でもない。本稿に提示された私見も，この
段階ではまだ最終的な確定的結論ではない。錯綜した現実の動きの中から
本質的な変化として何を見いだし，これに対していかなる対応をとるべき
かの考察は今後の研究にかかっている。ともあれ，本稿は事実認識を中心
に据えた問題発見的探求の第一歩であると位置づけたい。
今よりちょうど10年前にも，岩佐〔1990〕は銀行等金融機関の「情報化」
の動向を探り，それが示唆するところを試論的に考察したことがある。今
日までの10年間は技術革新が極めて顕著に進展した時期であったように思
われる。その中でも特筆すべき点は，コンピュータ性能の格段の向上と価
格の低廉化は言うまでもなく，インターネットの発展と携帯電話の普及で
あり，最近の動きとしてはデジタル放送の開始を指摘することができる（図
1及ぴ図 2を参照のこと）。ところが，この間日本の銀行産業は不良債権に
足を絡め取られ「情報化」を前に押し進めたり， IT革新に悼さすような
動きを必ずしも取り得ないままであった。それは，一向に減らない不良債
権の山を前にしていわば後ろ向きのバプル崩壊の事後処理にエネルギーが
奪われ， 10年先， 20年先を見つめた前向きの対応を取るゆとりがほとんど
得られなかったからに違いない。このことの結果は情報システム投資額推
移の日米比較からも明瞭である（図 3を参照）。しかし，ょうやくこの時点
に至って IT革新への対応に前向きな姿勢が現れてきたように見える丸
1) これは不良債権問題が解消したからでは必ずしもないが，金融システムが依然と
して不安定化要索を抱え持っているにも関わらず政策的対応もあってシステムが小
康を保ち危機的状況をとりあえず脱していること，グローバリゼーションの進展の
中で国際的な競争度合いが高まっていること，そして対内的には金融ピッグパン完
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図 1 わが国におけるインターネットの普及状況
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出所：郵政省編「平成12年版通信白書」。
図2-1 生活における情報通信メディアの重要度 (10段階評価）
了と異業種の銀行産業への参入等による競争の激化が予想されていること，これら
への対応上いまこそ前向きの対応が不可避であるとの認識を余儀なくされたことに
よろう。 2000年度初頭に新しいパンキング・ビジネスの構想が多く発表されたが，
これはその反映であろう（後掲の表2を参照）。
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出所：郵政省絹「平成12年版通信白嘗J。
図2-2 自宅のパソコンのネットワーク接続率
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資料：財団法人金融機関システムセンター ．タワー グルー プ，アメリカン・バンカー ．
ァンダーセンコンサルティング分析
出所：アンダーセンコンサルティング(1999〕。
図 3 パプル崩壊後の日米金融機関における情報システム投資の格差
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このことからすれば，わが国における IT革新の波は1999年から2000年
度初頭にかけて銀行産業を襲い始めたと言っても過言ではあるまい。報道
によれば， 2000年度予定の IT投資計画は従来の25%増と大きく膨らんで
いる（表1を参照）2)。また，多くのインターネット専業機関設立構想（表
2を参照） 3)も見られた。インターネット取引における共通の決済インフラ
表1 大手 9行の IT投資計画 （単位億円）
銀行名 99年度 2000年度 特 徴
日本興業 500 
．顧客データペースの整備
み ・ネット金融サービスなど電子商取引シス
ず 第一勧業 750 2000 
ほ 富 士 750 
テムの拡充
・証券などの決済システムの整備
和 600 
1000 
・地銀が参画できるシステム開発
600 
東 海 150 （東海• あさひ ．顧客のデータペース，電子商取引システ
あさひ 300 
合算）
ム開発
住 友 550 ・個人顧客向け情報システム強化
1200 ・ネット銀行や・個人ローン会社などのシ
さくら 600 ステム開発
東京三菱 850 1500 •国際業務充実のシステム投資
＾ ロ 計 5050 6300 （注）みずほは関連会社含む。 IT投資の基準は銀行によって若干異なる。
一部，推定数値。
出所：日本経済新聞， 2000年4月1日号。
2)これによれば， 2000年度の都銀4大グループはそれぞれ1500億円-2000円億円の
IT投資を行う予定で，大手銀行9行で合計6300億円， 2002年度までの3年間で1
兆9000億円の規模の投資が予定されている。90年代前半は大手銀行でもせいぜい500
億円程度であり，その 3倍の規模を持つ米国銀行とは好対照を成していた（前掲の
図3参照）。なお，日本と米国とでは，前者が預金等の勘定系システム投資の比重が
高いのに，後者は新商品開発に不可欠の情報系システムヘの投資比重が大きいとい
う投資の性格の相違が見られる。日本では信頼度の高い基本的サービスが手堅く得
られるのに，新商品開発は遅れがちで，この面での顧客満足度は低いと言われてき
たのも，このような投資先の違いを反映していよう。これに関しては図4を参照。
3)その中で2000年内に実際に設立されたものは， 2000年4月開業のスルガ銀行とソ
フトバンクによるスルガ銀行ソフトパンク支店（支店とは言え，事実上のネット専
業銀行）と， 2000年10月開業のさくら銀行系のジャパンネット銀行である。他にも
興味深いものとして，伊藤忠商事等により設立予定のイーパンク銀行はいわゆるマ
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（注）「勘定系」とは，主に預金勘定業務，「情報系」とは，投資・資金運用業務，クレ
ジットカー ド関連，債券運用関連，リスク管理，アセット・マネジメント，コー ルセンタ
等ーの業務への投資を指す，アウトソー シングの際の外部委託料は含まない。
資料：タワー グルー プ，アメリカン・パンカー ，アンダー センコンサルティング分析。
出所：アンダー センコンサルティング〔1999〕。
図4 パプル経済崩壊後の日米銀行における情報システム
投資の対象業務比較
の基礎的環境整備を推進するために，「日本インターネット決済推進機構」
が設立されたのは1999年4月であった（この推進協議会による環境整備の
イクロペイメントに特化した決済サーピスをオンラインもしくは携帯電話によるワ
イヤレスで即時的に提供することを目論んだもの（これは銀行が直接に資本参加せ
ず異業種のみによる銀行参入であり，異業者参入という点では ATMネットワーク
を中心とする決済専業タイプの Iy銀行等ー後述ーと同様である）があり，ソニー
とさくら銀行はソニーの商品・ソフトの販売とも関連した決済サービスの提供する
ネット銀行（ソニー銀行）の設立を構想しており，自動車の BMWジャパン銀行は
すでにドイツや椛界各国で銀行を営業している BMW銀行と同様の銀行を設立し
て自動車購入に関連した金融サービスの提供を目論んでいる。なお，三和銀行は欧
米の動向を参考にしつつ，インターネット専業銀行の採算性は低いとの判断から構
想したプランをすでに撤回している。
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表 2 ネット銀行・保険の新ピジネス・モデル構想 (2000.4末）
銀行
出資企業
銀行名
特徴
開始時期
0さくら銀行 ジャパン インターネット接続業者「ニフティ」
住友銀行・日本生命・ ネット銀行 の顧客がペース。通常より金利の高い
富士通・東京電カ・ 2000年夏 預金を提供．集めた資金は個人向け無
NTT東日本・ 担保ローンで運用。
NTTドコモ・
三井物産
〇ソニー 未定 ソニーの家電製品や音楽ソフトをネッ
さくら銀行 2001年前半 ト販売する際の決済に利用。 JPモル
JPモルガン ガンのノウハウを使い富裕層向け資金
運用も。
伊藤忠商事・三井海上 イーバンク銀行 数百円から数千円の小口決済に特化。
火災・大和生命・ダイ 2001年初め 次世代携帯電話をキャッシュカード代
テック・クレスコ わりに使えるようにする。
0スルガ銀行 スルガ銀行 ソフトバンクと提携し，ソフトバンク
ソフトバンク支店 グループの証券会社や小売業者とネッ
営業中 ト上で連携。ソフトパンクは他の地銀
とも提携交渉中。
0独BMW BMWジャパン BMWの車を購入した顧客を対象に
銀行（見込み） 融資や預金などの金融サービスを提
2001年中 供。
0三和銀行 未定 東海銀行，あさひ銀行との経営統合前
三和グループの証券・ 2001年初め の設立を検討。
保険会社
保険
0朝日生命 未定 医療保険や介護保険などの保険商品を
富士通•第一勧業銀行 2000年10月メド ネット上で販売。通常より保険料を割
安に設定。
0三井物産 三井ダイレクト損 自動車保険を中心に通常より安い保険
三井海上火災保険• さ 害保険 料で販売。
くら銀行など 2000年6月
0は中心となる企業。
出所： H本経済新聞， 2000年4月268号。
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スケジュールについては図5を参照）。また，流通業界から銀行業への参入
イトーヨーカ堂グループによる IY銀行の設立構想
がその典型である）や，銀行が流通業界に接近する形の展開にも注目すべ
この銀行から流通業界への接近という動きはインスト
の動き （わが国では，
きものがあった。
ア・バンキングないしインストア・プランチング， あるいはATMのコン
ビニ店内設置という形で90年代には多く見られた丸 このような動きは従
来の銀行に対するイメージのみならず，
うに考えられる。銀行を中心に据えた金融システムの構造．その機能の仕
そしてこれに対する金融規制や金融政策のあり方が今後大きく変化す
その本質をさえ変革するもののよ
方，
る可能性があると考えるのも極く自然なことのように思われる。
以上のように， 2000年度は新しい銀行ビジネス・モデルが構想され， か
つ具体化されようとする発端の年となったことは間違いない。
間の経過とともに，
しかし，時
ベクトルの異なる二つの見方が台頭しつつあるように
思われる。一つは，「H進月歩」ならぬ「秒進分歩」とも形容されるほどの
デピット決済
相互接続・
クレジット決済
金融機関共用ゲー トウェイ提供
加盟店共通決済サーバーシステム提供
: : : :Iどこでもだれでも支払いが可能
注 各々の標準化検討が終了後，サービス開始の予定。
出所：郷政省編「平成12年版通信白書』。
図5 日本インターネット決済推進協議会での標準化実現スケジュール
4)銀行産業と流通産業の接近や融合化の動きについては，田島〔1999〕が詳しい。
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ますます加速度的に進化しつつある技術革新の動向に鑑みて，銀行産業や
金融システムは従来の予想以上に大きく変容する可能性が高いとの観測で
ある。もう一つは，新しい技術の応用による新しいビジネス・モデルの具
体化は実は必ずしも順調に進展していないと見て， IT革新のインパクト
をもっと冷静に見直す必要があるとの考えである。第二の見方の中には，
ITの応用による金融システムの変容は必ずしも良いこと尽くめではな
く，マイナスのいわば影の部分もあると考え，そのことが構想の実現を抑
制している側面もあるのではないかとの認識を伴っている。たとえば，わ
が国では初のネット専業銀行（ジャパンネット銀行）が立ち上がったばか
りであるが，これとは逆に，米国では店舗を持たないバーチャル銀行が銀
行顧客から必ずしも歓迎されていないとの認識も定着しつつある。それは
無店舗バーチャル銀行がコスト効率的であることは理解できても，安全性
や利便性で必ずしも十分ではないと顧客側が受け止めている事実を反映し
ている。また，オンラインのネットバンキングよりもコスト効率性や利便
性がさらに高い方式として，携帯電話を活用したモバイルバンキングが今
後さらに一般化するのではないかという観測もある。 2000年末からわが国
でもデジタルBS放送が開始されたが，このようなデジタル放送を媒介と
したテレビ・バンキングの方が利便性が扁く，普及する可能性はいっそう
高いのではないかとの観測もある。実際，英国ではすでにテレビ・バンキ
ングが積極的に運営されつつある。このように，技術の急速な変化とその
応用は，新しい銀行業のあり方をもすぐに陳腐化させ，なおいっそう新し
いバンキング・ビジネスモデルを生み出すという効果と同時に，技術革新
の帰結についての不確実性を拡大している。
本稿は，銀行産業，金融システム，そして金融規制や金融政策が今後ど
のような影響を被る可能性があるかを探るための第一のステップとして，
ITの進歩が金融取引（資金仲介と資金決済）のどのような新しいビジネ
ス・モデルに帰結しつつあるのか，また金融産業とこれを取り巻く近接諸
産業との関係がどのように再編されようとしているかを，具体的な事例の
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観察から探ろうとしている。なお，本稿ではカバー仕切れない領域，特に
電子商取引との関連を論じたものとしては菅宮・長〔2000〕やウィンスト
ン〔2000〕が参考になり，証券市場の電子情報化や決済については三好
〔2000〕が詳しい解説を行っている。
本稿タイトルは「金融システムの変容」と銘打ってあるが，主として「銀
行産業」から見た金融システムの変容を追っている。しかし， IT革新の
行き着くところは業際垣根の低下であり，同質化であり，また組織の再編
による離合と集散であるとすれば，具体的な諸機関・諸制度に焦点を当て
るよるも，金融の諸機能がどのように果たされているかという側面に光り
を当てるのが適切であろう。すなわち，機関や制度の側面からの接近Insti・
tutional Approachではなく，むしろ機能面からの接近法Functional
Approachの方がより適切である5)。そのため，次節では先ず金融システム
の果たす機能について考察し，このような機能の担い手がIT革新によっ
てどのように変化するかについて考察を加えておきたい。
第3節では，先ず決済システムを日米比較する観点からその現状を概観
し，その後異業種の銀行業参入の側面も加えて，最近の新たなビジネス・
モデル構築の動向を具体的に観察することとする。
第4節では， IT革新が金融システムに迫る変容に関連して， 3つの論
点（電子マネー，ナローバンク論，そしてネットワーク・インフラのあり
方）を中心に試論的な考察を加える。第 5節では，看過し得ない視点や今
後の研究の課題等を要約して結ぴとする。
第2節金融システムの諸機能と諸制度
2-1 金融取引と金融システムの機能
最も基本的な側面から定義すれば，金融とは資金貸借の取引によって，
5)機能主義的アプローチについては，マートン＝ポディ〔2000〕を参照。
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資金余剰主体から資金不足主体に資金を融通することを指す。資金とは特
定の使途をもった購買力の流れであり，具体的には貨幣という形態をもっ
て経済主体間を転々流通するものを指す。購買力はいかなる資産形態にも
貯蔵することができるが一すなわち，「潜在的購買力」一，それが流通する
のは「即時的購買力」としての貨幣の形態においてでしかない。資金不足
主体が貨幣の借入という形で資金を入手する必要があるのは， もちろん，
経済が物々交換経済ならぬ貨幣的交換経済であるからである。貨幣という
一般的交換手段を媒介として間接的に交換がなされる経済であるが故に，
今Hの経済は市場のひろがりと取引の効率性を確保したのだと言えよう。
貨幣が手元にあればこれによって需要する商品（財やサービス）は何であ
れ入手することが可能である。しかし，逆に貨幣が手元に無ければいかに
裕福な資産家であっても需要する商品を購うことは不可能である。一般的
交換手段という貨幣のこの至便な機能によって経済の効率性は大いに高め
られたのであり，他方貨幣を持たない場合の不便さは金融取引によって補
うという人智も発展してきたのである。すなわち，貨幣をさしあたり持た
ない主体が貨幣をさしあたり支出する予定のない主体から借り入れるとい
う金融取引によって，経済の資金は経済全体を循環しながら効率的に活用
されることになったのである。
さて，金融システムは金融取引がなされる場を指したものではあるが，
それは単に金融取引の具体的な担い手である金融機関や金融市場などの諸
制度（それは法律，金融当局による規制監督行政や金融政策手段，そして
歴史的に形成された取引慣行等から成り立つ）という静学的な側面のみを
把えた概念ではなく，その制度がどのように機能し，その結果いかなる資
金循環構造が成り立ち，それがさらに既存の制度にどう影響していくかと
いう動学的な側面をも考慮した概念であると理解したい。通常のシステム
概念に即して，金融システムにもインプットとアウトプットがあり，イン
プットをアウトプットに変換する機能と，その機能に対してフィードバッ
ク作用が働くメカニズムとを組み込んだ，構成諸要索間の有機的結合体で
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あると定義することも可能である。その場合，インプットとは実物経済の
過程で生み出される余剰資金（すなわち，貯蓄資金）であり，アウトプッ
トとは金融システムから実物経済の過程にあらためて注入される資金（投
資資金）であり，両者は金融機関や金融市場の高度な働きによってつなが
れているが，資金需給いかんから金利の変動が生じ，それが金融機関や市
場の働きを再調整するというフィードバック作用を内包している。また，
人為的な制御メカニズムとして金融政策による資金需給調整も同様の作用
を働かせている。このように，金融システムは実物経済の過程からはみ出
された資金をその過程に再ぴ取り込む形で，経済全体を通じた資金循環の
円滑な作用を促す一種の有機的結合体であると言うことができる。しばし
ば，金融システムは動物の血液循環システムに対応させて理解されること
がある。すなわち，金融機関や金融市場から構成される金融システムがあ
たかも心臓のごとくに，資金という名の血液を経済全体に循環させて経済
の代謝（＝モノの消費・償却と新たな価値物の生産）と成長（＝代謝規模
の拡大や質的変換）を支持しているのである。
(1) 資金仲介機能と IT革新
金融システムは基本的には二つの機能を果たしている6)。一つは「資金仲
介」（あるいは金融仲介financialintermediation)の機能であり，他は「資
金決済」 (financialsettlement)の機能である。前者は，資金過剰主体から
資金不足主体に資金を循環させる役割であるが，これを単に文字通り資金
を横流しすることとしてのみ理解してはならない。これらの諸制度は金融
取引のコストを削減したり，金融取引に伴うリスクを縮小したり，あるい
はそれら制度が自らリスクを吸収したりすることで，金融取引の当事者の
6)ライタン＝ロウチ〔1998〕は 3つの機能を掲げ，「リスク分散機能」を付け加えて
いる。また，マートン＝ポディ〔2000〕はさらに細かな分類をして 6つの機能を掲
げている。われわれは以下の本文で示されるとおり，金融システムの機能は基本的
には大きく 2つの機能に集約されるものと考えている。
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金融取引に伴う負荷（コストやリスクの負担）を可能なかぎり低減する効
果を発揮しながら資金を仲介しているとの理解が不可欠である。すなわち，
それらの諸制度は，本来，専門性(expertise)の発揮，資金の集中と分散，
情報の収集と生産，規模の経済性と範囲の経済性の活用，これらを一括し
て「金融技術」と呼ぶならば，そのような金融技術を通じて効率的な資金
仲介を行う仕組みとして設計されている。この種の金融技術は専門性の蓄
積や更改によってのみならず金融取引に利用可能な諸技術の水準によって
も影響されることは言うまでもない。技術，特に最近でば情報・通信技術
(Information, and Communication Techniques, 以下ITと略称）の急
速な発展が金融技術の水準やあり方に影響し，資金仲介機能のあり方にさ
え影響を与えつつあることが認識されなければならない。これまで主要な
資金供給者であった銀行以外に，消費者に対し専門的に資金を融通する機
関（消費者金融業者）の成長，預金を集めずに資金を市場から調達して資
金を企業に融資する貸金業（ファイナンス・カンパニー），そしてクレジッ
トカード会社のように販売金融を専門とする業者の発逹，総じてこれらノ
ンバンクの発展は技術革新とこれを金融取引に応用することにより，銀行
以上に効率的な資金供給を行うことが可能になったことを示していよう。
また，証券化 (securitization)の進展や金融デリバティブ取引の発展等は
資金仲介機能に含まれる下位概念としての情報生産機能やリスク再配分機
能を分離し (unbundling), また再結合する (re-bundling)ことが金融技術
面の革新によって可能になった，あるいはますます可能になりつつあるこ
とを示している。
このように，金融技術が変化すれば，それを担う機関や市場も変化する
のは当然のことであり，急速な技術変化のもとでは具体的な諸制度 (Insti-
tutions)に着目するよりも，不変的にしてかつ普遍的な金融諸機能(Func-
tions)に注目することが適切であると言われる所以である。すなわち，急
激な技術革新のもとでは，金融システムテムに求められている普逼的な機
能がどのような制度のもとでもっとも効率的かつ安定的に発揮されるかを
76 (510) 第 45 巻第 6 号
考慮することが，既存の制度を前提にしてどのような機能を各制度にどの
ように持たせるかを考えるよりも重要であり，かつ適切であろう。技術や
時代状況に即した効率的で安定的な金融システムを設計する観点からはこ
のような機能主義的方法論が適切である。この点は，資金決済機能に関連
しても同様に言い得ることである。
(2) 資金決済機能と IT革新
資金貸借がなされれば，最終的に，すなわち金融取引の中で契約された
満期 (maturity)の到来とともに，その貸借関係ないし債権・債務関係
(debtor-creditor relationship)は精算(clearing)され，決済(settlement)
されなければならない。金融システムの第二の基本的機能は，資金決済の
ための手段 (means,instruments)や仕組み (devices,mechnisms)を提
供することにある。まず，貨幣という一般的交換手段は，金融システムの
重要な構成要索たる中央銀行や商業銀行の満期ゼロの債務として供給され
る。中央銀行は現金通貨(cashcurrency)を発行する独占的特権を法律（日
本ではH本銀行法）によって，商業銀行は預金通貨 (depositcurrency)を
供給する権利が法（銀行法）に基づく免許によって与えられている。現金
通貨は法貨 (legaltender)であるので，いかなるタイプの経済主体間の，
またいかなる取引の決済でも制限無く機能し叫それ故ファイナリティ
(finality)のある決済手段となっている。他方，預金通貨は法貨でなくい
わば慣習貨幣として通用しているが，通用範囲の広範さと利用されてきた
歴史の深さに鑑みて貨幣として機能するための基礎的条件を法律（たとえ
ば，小切手に関わる法律等）で整備し，小切手振り出しによる支払・決済
の慣習を支持している。銀行口座に数値情報として記載されている預金通
貨はそれ単独で流通することは不可能であり，そのことは貸借関係の決済
7)ただし，政府発行の鋳造貨幣一法律上は，これを「貨幣」，紙幣を「銀行紙幣」と
呼び，両者併せて「通貨」と称しているーは，制限法貨であり，わが国では額面の
20倍までしか通用力を与えられていない。
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にあたっても同様である。したがって，預金通貨が通貨として機能するた
めには，それを支えるさらに幾多の手段や仕組みが必要となっている。こ
れらの手段や仕組みもまた金融システムが提供しているのである。たとえ
ば，小切手制度，金融機関が組織している手形交換所，そして交換所で精
算された決済尻を最終的に決済するための中央銀行の金融機関預ケ金日
座，およびこの口座における資金の行内振替といった仕組みや慣行である。
かくして，預金通貨は非金融経済主体間では最終的な決済手段として機能
しており，その意味で貨幣として定義し得るものであるが，それはファイ
ナリティを持っていず，最終的には中央銀行日座における振替によって銀
行間貸借関係が決済されなければならない。
ところで，商品（財・サービス，ただし金融商品もこれに含めて考えて
よい）の売買取引において，これらの商品との交換で貨幣が必ずしも実際
には引き渡されない。貨幣の代わりに IOUや，手形，クレジットカードな
どが活用される場合はしばしばある。このように，売買取引で交換される
等価物は必ずしも貨幣とは限らず，他の等価物が支払い手段 (means of 
payment) として用いられることがある。貨幣が一般的交換手段としての
地位を確保していることからそれが最も普遍的な支払い手段であることは
言うまでもないが，他の等価物の中にも支払い手段として機能し得るもの
があるということは重要な点である。ただ，こうして交換に供される等価
物も最終的には貨幣によって決済されるべき性質のものであり，そうした
等価物はむしろ金融債務 (financialdebt instruments, fianncial liabil-
ities)と言われるものに他ならない。もちろん，貨幣も既述のとおり金融機
関の債務であるが，その決済上のファイナリティが法律によって確保され
ているか，あるいは銀行システムによってファイナリティが代替される仕
組みが存在している。ところが，上記の諸債務についてはそのような仕組
みが存在せず，これらは今一度現金通貨または預金通貨によって決済され
なければならないのである。本稿では，商品の売買に伴って交換に供され
る等価物を支払い手段 (meansof payment)と称して，決済手段 (means
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of settlement) と区別している。支払い手段がファイナリティを持つ決済
手段（現金通貨）であれば，そのままで決済は完了する。支払い手段がフ
ァイナリティを持たない決済手段（預金通貨）であれば，さらにファイナ
リティを持つ中央銀行口座での決済が要される。支払い手段が貨幣でなけ
れば，新たに造り出された債権債務関係は清算され最終的には貨幣によっ
て決済されなくてはならない。その貨幣がファイナリティを持つか否かで，
決済はすぐに完了するか否かが確定する。ともあれ，「支払い手段→その精
算→最終的決済」，この一連の過程全体を「支払い決済システム」 (payment
system) と呼ぶことにする叫
以上のような「支払い決済システム」も技術革新の進展につれて，これ
までも大きく変容してきた。かつてのペーパーベースのものから電子的シ
グナルを中心とした決済のあり方へという変化が碁本的に見られる。また，
同じ電子信号化された情報ないし決済データを転送する場合でも，物理的
な情報記憶媒体は銀行間で搬送するという初期のやり方（たとえば， MT
交換）もあり，その後それは情報そのものを電子的信号のままオンライン
で転送する方式へと徐々に変化してきた。このような変化を通じて，即時
かつ巨額の資金を効率的に決済することが可能となってきたことを指摘で
きよう。しかし，他方そのことのために，決済リスク（＝決済額X決済時
期までの期間）が拡大することとなってきた。金融機関において決済リス
クが顕在化するとそれは全銀行システムに波及しシステミック・リスクを
誘発する危険も高まる。これを解決するために，決済時点を特定しておき
その時点までの債権債務を相殺精算し正味の決済尻のみを決済する「時点
ネット決済方式」 (Pointof Time Net Settlement=PTNS)から，決済
時期までの期間をゼロ化してその都度債権・ 債務を決済する「即時グロス
決済方式」 (RealTime Gross Settlement=RTGS)に転換する傾向が世
8)中島・宿輪〔2000〕はこの一連の過程全体をもって同様に，「支払いシステム」
(payment system)と呼ぶ。
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界各地で見られている叫このような方式の変換は銀行の流動性準備管理
のあり方にも影響を与えることは必至であり，中央銀行の対応も当然変化
せざるを得ないのである。
最近の技術の急速な変化は，①これまで銀行固有の領域とされてきた決
済サービスの提供を非銀行事業会社（あるいは，異業種の資本や企業）に
も開放する効果を持ちはじめたこと，ならぴに②滴品売買のホールセール
市場においては当然のことながら， リーテイル市場でも支払い手段の著し
い変革をもたらしつつあることにおいて特徴的である。消費者のコンピュ
ータがオンラインで，金融機関および事業会社のそれと直接に連結され，
またインターネットを媒介としで情報の交換を双方向的になし得る状況に
なったことから，さまざまの支払い決済方式の実現可能性が高まってきた
ものと理解できる。たとえば，金融機関自体が廉価なコストで決済サービ
スを直接に消費者に提供できると同時に，同じことは事業会社でも少なく
とも技術的には可能になったこと，事業会社の物販に併せて同時に金融機
関が決済サービスを提供するならばこの両者には相乗効果が働き，消費者
には利便性が与えられること，事業会社の中でもネットワーク形態の産業，
特に流通業や情報産業は同じくネットワーク産業である金融機関との親和
性が強く，両サイドから他のサイドヘの接近が見られるようになったこと
などである。その結果，金融業態間は言うまでもなく，金融業と流通業の
間，あるいは金融業と一般の事業者との融合，または連携，あるいは各自
領域への相互浸透による同一領域での競争の激化などが生じつつあると理
解することができよう。このことは，消費者にとってもワンストップ・シ
ョッピングの利便性向上や，競争によるコスト削減効果などのプラスを享
受し得ることになったことを意味する。同様に， リーテイル市場でも使え
る新しいさまざまな支払い手段が提供されるようになったことは，技術革
新が小ロリーテイルのための効率的な支払いシステムを供給できるように
9)わが国でも H銀での決済が2001年 1月 4□より RTGS化された。 RTGSに関わ
る詳細については，中島・宿輪〔2001〕が詳しい。
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なったことを意味している。インターネットで売買されるコンテンツの支
払い手段として，マイクロ・ペイメント専用の電子マネーが開発された事
例（たとえば， 日本ではイーバンク銀行）などは，その典型であろう。も
し，このような支払い手段がそれ自身への信認の高まりによって普及し，
ファイナリティをも持つ決済手段としても社会的に認知されるならば，現
金通貨は不要となろう。しかし，信認をどう確保すれば，ファイナリティ
のある決済手段たり得るのか，また貨幣法定主義という基本的考えが支配
的な中で貨幣発行の自由化が実現しない限り，一般の事業会社がファイナ
リティを持った決済手段を供給することは制約されるのではないか等の疑
問は残る。いわゆる「エコマネー」あるいは「地域通貨」という形で民間
において自主的に流通する部分貨幣（交換手段として一般性を持たず，限
られた通用力しか待たない疑似貨幣）が各地に生まれている。しかし，こ
れは基本的には「非市場取引サービス」のための交換手段であり，地域も
対象「サービス」も限定されているのが現状である 10)。以上の事情から，基
本的には決済業務の専門会社として設立することを意図された Iy銀行，
ソニー銀行，イーバンク銀行等も皆，現行の銀行免許制度への申請を行い，
銀行として決済業務に関与することとなっており，また銀行であるからに
は通常の銀行と同様預金や貸付等の運用も少なくとも部分的には行わざる
を得ない状況にある。預金と貸付の両業務を行うのが銀行であるとの当局
の認識からすれば，これらの新銀行がいわゆる「ナローバンク」に限りな
く近い存在ではあるにしても，それに徹することができないのも明らかで
ある。ナローバンクになり切り，その安全性の故に預金保険料も安く設定
されるならば，その採算性は他の通常の銀行以上に強化されることもあり
得よう。この点に関連して言えば，大蔵省（現財務省）においてかつて決
済業務専門会社を認知しこれに「第二種銀行免許」を与えるという新制度
の導入も検討されたようであるが，現在時点でその構想は実現していない。
10)地域通貨については，林〔2000〕等を参照。
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リーテイルで新しい支払い手段が生まれているのみならず，旧来の支払
い手段（クレジットカード，小切手）等の機能が拡充されたり，旧来は非
支払い手段であったものに支払い手段機能が追加されたり（たとえば，キ
ャッシュカードのデービットカード化，キャッシュカードとクレジットカ
ードとの統合など），支払い手段はますます多様化する傾向にある。ただ，
供給サイドの変革にも関わらず，個人やリーテイル面での支払い手段利用
の面では必ずしも大きな変化が見られていない。米国では依然として紙ベ
ースの小切手（その電子化の仕組みもあるが）が頻々に利用されているこ
と，日本ではクレジットカードの保有者が増加している割にその利用度は
高まっていないこと，ただしプリペイドカードやデービットカードの普及
は注目に値するものであり，キャッシュカードとクレジットカードを IC
化して統合し，このスマートカード (ICカード）にさらにその他の機能
（たとえば，プリペイドカード機能ーこれがつけばリローダプル・電子マ
ネーということになる一，さらに小日カードローン機能ーこれはクレジッ
トカードのキャッシング機能として当然に付加するものと思われるが一）
が搭載されれば，利用頻度は高まる可能性もあろう。
2-2 その他の諸機能
以上は金融システムが持つ二つの基本的機能．資金仲介機能と資金決済
機能に注目し．それらが技術革新によって変化を被る可能性について言及
したものである。なお，決済手段としての預金通貨を供給する銀行には信
用創造機能があるが．これは資金仲介機能の過程で決済手段としての貨
幣＝預金通貨が創り出される機能を示しているのであり，資金仲介機能と
決済機能の統合的作用として理解できよう。以下では，金融システムの派
生的な機能としての．「情報生産機能」．「流動性供給機能」．「リスク再配分
機能」について言及しておこう。
「情報生産機能」とは，資金仲介機能を有する金融機関が借り手の信用
リスクに関する情報を生産し．みずからリスクを負担したり． リスクを削
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減したりするための不可分の機能と言える。最近の証券化の進展は銀行が
ローン債権を転売する市場を拡大しつつあり，このようなローン転売はオ
リジネーターとしての銀行が情報生産機能とリスク負担機能を持つもの
の，資金そのものを供給する役割からは降りたことを意味する。この点に
注目して銀行の本質的機能は情報生産機能であり，資金仲介機能は本質的
機能にはあらずとの見解も見られる（否，むしろ主流の支配的な見解にさ
えなりつつある）。しかし，本稿で資金仲介機能というのは，資金を仲介す
るに当たって不可欠の情報生産機能やリスク負担機能も含めたものであ
り，最近の支配的な見解とは必ずしも矛盾するものでない。資金の移転の
みを中心機能と考えているわけではないからである（資金の移転のみを意
味するのではないという観点からは，「資金仲介機能」というよりも，「金
融仲介機能」という方が誤解を招きにくいと言えるかもしれない）。しかし，
資金を提供する機能が銀行の本質的機能でないというのは，ある意味では
当たり前のことであり，厳密には資金余剰主体こそが資金提供者であると
いうべきであろうからである。証券化によって後刻資金を回収するとは言
え，当初は資金も同時に移転するのが金融仲介の基本的パターンであるこ
とを考えると，銀行の本質を情報生産機能にありと断言することはやや言
い過ぎのきらいがあろう。証券化による資金回収はむしろ金融市場の「流
動性供給機能」として理解するのが適切ではないかと考える。
「流動性供給機能」とは本源的証券（資金不足主体の発行する金融債務）
に市場転売の機会を与え，これら証券の流動性を高める機能を意味してい
る。その機能によって，長期の資金仲介は容易となり，基本的機能である
資金仲介機能を助ける役割を果たしている。ローン債権の流動化＝証券化
も， したがって先述のとおり，金融市場の持つ流動性供給機能の一つであ
り，技術革新によって従来は不可能であったローン債権の流動性を高める
ことが可能になったことを意味している。
さて，「流動性供給機能」自体は，資本価値変動リスクをもたらすという
やっかいな側面＝市場リスクを生み出している。市場リスクと資金仲介に
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よって発生する信用リスクは，資金仲介がなければ生まれ得ないリスクで
あり，そのリスクの管理によるリスク削減と部分的負担などを通じた「リ
スク再配分機能」は，実は資金仲介という甚本的機能から派生したものあ
るいは付随するものであると理解できよう。このことから理解されるよう
に技術革新は二面性を有している。すなわち，技術革新が従来は不可能で
あった新しいタイプの金融取引の可能性を生み出した一方で，従来は存在
しなかった新たなリスクを持ち込んできているという点である。しかし，
技術革新はこの新たなリスクに対しても，より高度なリスク管理を可能と
する技術を提供し，問題解決に貢献する面があることも否定はできない。
市場リスクや，最近では信用リスクに対しても，金融派生取引（デリバテ
イプ取引）によって対応することが可能となってきており，その市場の拡
大は急テンポである。 IT革新はこのような新しい派生的金融取引の場に
おいても有効に働くが，技術革新が巨大なリスクを管理するための効率的
な手法を提供すればするほど，このような取引市場は拡大し，それはそれ
で新たなリスク，すなわち取引主体が複雑なデリバティプをコントロール
できなくなり，思わぬ巨額な損失に直面する可能性も一方で高めている。
個々の金融機関において大きな損失が発生すれば，これがやはりシステミ
ック・リスクヘと発展しない可能性はないではない II)o 
2 -3 技衛革新とシステムの「効率性」及び「安定性」
金融システムは既述のとおり，資金仲介と資金決済という経済には不可
欠の基本的機能を果たしており，それが故に金融システムは経済全体のイ
ンフラストラクチャー（基盤的要索）とも言われるのである。その「効率
性」と「安定性」が重視される所以である。技術革新が新しい資金仲介の
仕組みや決済手段を生み出し，コスト節減効果を発揮し，効率性を高める
可能性は否定できない。しかし，コスト削減効果といっても，それは限界
11) この点については，岩佐〔1999〕参照。
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的コストの削減を意味している。現在の技術の変化動向は金融システムを
ますます「装置産業」化する傾向が強く，システム構築のイニシャルコス
トの高まりや損益分岐点の上昇を不可避のものとしている面もある。この
ことは規模の経済性の高まりを意味しており，そのことが市場競争に及ぽ
す影響を考察する必要もあろう。つまり，当面は競争と洵汰の作用で効率
性が高まるとしても，寡占化の傾向によって競争度がやがて低下する可能
性は否定できないということである。しかし，他方，今見られる技術変化
の動向のもとではオンラインという巨大システムヘの依存度が一方である
と同時に，ワイヤレスのたとえば携帯電話を利用した分散型のシステムへ
の発展も見られる。分散型システムといっても，アンテナ基地局の設置と
のその管理を考えると，総体としては巨大な装置産業ないしシステムに発
展しつつあることもたしかである。いずれにしても，技術の動向が金融シ
ステムにどのような影響を与えるのかはすくなとも二面的に見る必要があ
ろう。技術革新は金融システムの安定性に対しても二面的に作用すること
は疑い得ない。まず，技術革新がさまざまのリスク管理能力を支援する可
能性は高いが，他方でシステムのオペレーショナルリスクを高めたりする
可能性もある。電子的信号の交換という視覚的に把えにくい取引が一般化
することで取引当事者が思わぬ誤認や過誤に陥る危険は高く，このことか
ら係争が生じてシステムに対する信頼度の低下とシステム利用を忌避する
態度が生まれるかもしれず，折角投資したシステムコストが無駄となる危
険や，新しいシステムを前提とした諸制度が機能しなくなるという可能性
も否定はできない。また，システム化によって分散的処理が容易ではなく
なると，システミックリスクヘの発展可能性も高まる。このように，技術
革新は安定性を高める傾向とそれを低める傾向の二面性を抱いていること
に留意する必要があろう。
2-4 「金融」と「情報」の親和性
最後に，金融と情報との親相性について述べておきたい。金融取引は資
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金仲介を碁本とするが，その際資金と金融債務が交換される。しかし，資
金が貨幣形態をとり， しかも現金通貨ではなく預金通貨の形態を採るなら
ば，資金の移転は預金口座間のデータ移転で済むというのは容易に理解で
きることであり，その場合には現金輸送車は不要である。金融債務にも同
様のことが言える。従来金融債務はペーパーベースの形態を採っていた。
しかし，金融債務はしかるべき債務額が誰に帰属するかを証するものにほ
かならず，その情報さえ当事者がはっきり認識し，かつ第三者にもその点
を認識させる手段さえ確立していれば，容易に電子的シグナルに置き換え
ることは可能である。このことから，資金仲介機能に付随する資金（実際
には貨幣）と金融債務の交換という手続きは，この取引に関する情報の電
子シグナル化によって実現することが可能であり，金融債務＝金融債権の
管理もまた電子的シグナルの保存と維持によって可能である。かくして，
金融取引は現物引き渡しを必ずしも必要とせず，電子化された情報の移転
で事が済む性質のものであることが理解される。このことは，今の技術革
新，すなわち ITを中心とする技術革新は金融業務・金融産業と親和性が
極めて高いことを意味している。このことを別の角度から言えば，金融産
業は資金仲介を行うために情報生産をするが，情報生産を行って資金仲介
というアウトプットを生み出しているとも言える。このアウトプット自体
が電子的シグナルに容易に置き換えることができるとすれば，金融産業は
もともと情報産業であると言っても過言ではあるまい（しかし，そのこと
から銀行の本質的機能ば情報生産であると断言するのは行き過ぎであろ
う）。かくして， IT革新が金融産業を他のどの産業に比しても変革する余
地や可能性が高い理由はこのような親和性の高さに依存している（ここで
金融産業には銀行のみならず，証券市場関連機関も含まれるが，証券市場
の電子化等については三好〔2000〕の解説が詳しい）。
なお，デジタル・コンテンツ型の商品については，現物の移動は不要で
あり，電子的シグナルによって容易に消費者の手元に配達することができ
る。その意味でデジタル商品については IT革新との親利性は高い。電子
86 (520) 第 45 巻第 6 号
商取引 (EC = electronic commerce)の最終的なネックはむしろ決済をど
のように執行するかにあった。決済の仕紐みや貨幣（＝支払い決済手段）
そのものを電子化すれば，このような制約が消滅する。電子商取引の発展
と決済の電子化は不即不離の関係で繋がっているのである 12)。
金融システムでどうしても電子シグナル化することが困難と思われたも
のが，現金通貨である。これは中央銀行（およぴ政府）が発行するもので
あり，民間の金融システムにとっては外生的要因であったからである。し
かし，中央銀行（および政府）自身がすべての現金通貨を電子シグナル化
する用意さえあれば，それも可能であることは言うまでもない。現状のよ
うな現金通貨が存在し，多くの民間経済主体が現金通貨を利用する限りで
は，現物としての現金通貨の移転が不可欠であり，現金郵送車も必要なの
である。そこで，中央銀行（およぴ政府）の態度が所与であるとの前提の
もとでは電子マネーの新規創造によって現金通貨を代替すること以外に電
子シグナル化は不可能である。これまでの銀行がATMネットワークの拡
充に努力を傾注してきた背景は，技術的にもまた発行当局の意向において
も，現物としての現金通貨が利用されざるを得ないということと，特にわ
が国では現金通貨の利用度が話いということを背景としていた。そして，
ATMネットワークの拡充とその機能向上を支えたのも現在の ITと同根
のものである。しかし， ITの進展は貨幣をも電子化する術をもたらし，
かくして電子マネー実験の花盛りとなったのである。電子マネーの安定し
た技術が確立されれば，そして中央銀行（およぴ政府）がこれを活用して
現金通貨の電子化を行えば，現在と同様の貨幣システム（貨幣法定主義の
もとでの中央銀行の独占的通貨発行特権の存在）のもとで，究極の決済手
段をも電子化できる。 J.トービンは「預金化通貨 (depositedcurrency)」13)
12)デイジタル・エコノミーの進展と商取引およぴ決済の電子化の流れについては，
米国財務省〔1999〕を参照。また，電子商取引と電子決済との関連については，菅
谷• 長〔2000〕およぴウィンストン〔2000〕を参照されたい。
13) これについては，岩佐〔1998〕参照。
IT革新の進展と金融システムの変容（岩佐） (521) 87 
という形での安全で効率的な決済手段の創造を提案したことがあるが，そ
れは中央銀行の預金口座を非金融主体にも開放し，この預金口座による資
金移動や決済を行う仕組みに他ならない。中央銀行の預金日座を利用する
ためのキャッシュカードはまさに電子マネーとして機能するのである。こ
のような仕組みが実現せずとも，信頼度の高い電子マネーが現金通貨に取
って代わるならば，オンラインを通じて，あるいは携帯電話を通じて電子
的シグナルの形で現金通貨＝電子マネーを流通させることが可能となる。
その場合には，現金通貨へのアクセス手段としての ATM機能は陳腐化す
ることになる。したがって， ATMネットワークはその他の金融取引ツール
として活用されることになろう。しかし，同時にその他の金融取引もまた
すでにインターネットバンキングや携帯電話のモバイルパンキングによっ
て可能となっているとすれば， ATMネットワークはいよいよ無用のもの
に転じる。しかし，金融取引や現金通貨が完全に電子的シグナルに置き換
わることがない限り， ATMネットワークは公共的インフラとして活用さ
れるべき領域が残ろう。その場合，個々の金融機関が自前でATMネット
ワークを維持管理することは非効率的となっていよう。公共的ATMネッ
トワークを提供する主体は民間の銀行等金融機関ではなく，公共的機関に
転換せざるを得まい。郵便貯金自身が現在は公的な ATMネットワークを
維持管理している。郵貯事業の今後のあり方とのかねあいもあるが，この
公的ネットワークがインフラとしての ATMネットワークを提供すると
いう可能性が考えられよう。
なお，この公的ネットワーク・インフラは広く民間経済主体に開放され，
常に金融諸サービスのデリバリー手段としてではなく国民共有・共用の汎
用性の高いオンライン情報端末に転化することになろう。
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第3節 金融システムにおける革新の現状と動向
3-1 支払い決済システムの現状
ここでは．日本ならぴに米国における支払い決済システムの現状をまず
概観する。日本については吉田〔2000〕の整理を，米国についてはMester
〔2000〕の論述を参考にしつつ，支払い決済システムの全体像を把握したい。
(1) 日本の決済システム
しばしば日本は現金社会であると言われるように， リーテイル市場では
特に今でも現金が支払い手段の中心的存在であるという特徴がある。この
ことは現金通貨/GDP比率の国際比較（多くの先進諸国では4-6%程
度，わが国では90年代末10%超）によっても，また現金アクセス手段とし
てのATMネットワークの充実度（人口単位あたりの ATM台数は世界
ー）からも伺い知ることができる14)。
現金に代わって，小切手・手形が多用されるのは日本の場合，主として
企業レベルにおいてである。ただし，代替的決済（振込や振替の電子的決
済）の仕組みの発展とともに，事務経費や印紙税等のコストが相対的にか
14)米国は単機能型 ATMが中心で，日本は多機能高機能型が多いと言われる。これ
はATMネットワークが単に現金アクセス手段としてではなく，より広範な銀行サ
ーピスのデリバリー手段として市民生活に根付いていることを意味する。このよう
な多機能高機能型 ATMネットワークの充実は，現金支払い慣習を固定化する効果
を持つように思われる。しかし，吉田〔2000〕の計量的分析ではネットワークは現
金利用を促進するよりも代替する効果がより強いとの結果を得ている。ネットワー
クが拡充される過程と拡充され整備された段階とでは効果が異なる可能性もあり，
また単機能型よりも高機能型が現金利用の慣習をより固定化する傾向も考えられよ
う。ともあれ，ATMネットワークによって銀行諸サービスのデリバリーを図る日本
の現在の仕組みは，今後の IT革新の進展状況次第では逆に足枷となる可能性も否
定できない。すなわち，より効率的な仕組みや手段が生まれた場合，既存の ATMネ
ットワーク自体が一挙に陳腐化する可能性もあり得ようということである。
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なり高騰したことを背景として，最近はその利用度合いが低下しつつある。
次に，カードを支払い手段とする割合が高まりつつある。カードの支払
いには，随所で電子的処理が伴うため，広義の電子的支払いの範疇に入れ
ることは可能である。カードは大きく 3つのタイプに分類できよう。①事
後決済カード（クレジットカード），②即時決済カード（デービットカード），
③事前決済カード（プリペイドカード）である。なお，これらを統合した
多機能，高機能のカードとして ICカード（ないしスマートカード），ある
いは電子マネーを位置づけることができる 15)0 
①クレジットカードの普及率は米国に比しても遜色はない。しかし，そ
の利用度を対 GDP比率で見れば，まだまだ低い水準にある。日本では行政
指導や自主規制等により主要な銀行系クレジットカードとキャッシュカー
ドとの一体化が妨げられてきた経緯があり（地銀や旧相銀の場合には発行
が認められている），これが利用度の低さの一因であった可能性は否定でき
ない。なお，クレジットカードは個人対応型以外に会社対応型もあり，従
15)屯子マネーには，それ自体完結した一つのクローズド・システムを構成するもの
もあり得るが，多くは既存の貨幣（現金通貨や預金通貨）にその都度転換（コンバ
ージョン）されながら流通するもの，すなわちこのような電子マネー自体では決済
が完結しないと言う意味でオープンなシステムとなっている。なお， H本銀行等で
は，ここで言うクローズド・システムの電子マネーを「オープン・ループ型」と呼
ぴ，オープン・システム型の電子マネーを「クローズド・ループ型」と呼んでいる。
オープン・ループ型とは電子マネーそれ自体が転々と流通し，あらゆる領域で広く，
ォープンに活用されるということから命名されたものと思われる。また，クローズ
ド・ループ型とは電子マネーの流通の輪が閉じており，その都度既存の貨幣に転換
されなければ流通し得ないものであることを示唆したものと思われる。なお，ここ
で言う「クローズド・システム型電子マネー」は既存の法定貨幣やあるいは免許制
度下にある銀行によってのみ発行され得る預金通貨と同様の位置を占めることにな
り，貨幣法定主義や銀行法の理念が現存する限り，民間経済主体の自由な発行によ
って流通することは許されないものであろう。ただし，「クローズド・システム型電
子マネー」と言えども，既存の貨幣ほどには流通範囲，通用範囲が広くなければ，
その程度に応じて慣習貨幣として流通することが許容される可能性もないではな
し、
゜
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業員による会社経費の支出に利用されれば，会社経理の効率化に資する面
もある。
②デービットカードのシステムは銀行POS(外国では BANK-POSと
もEFT-POSとも言う）と本質的に同様のものだが，銀行POSは80年代の
諸規制等により地城限定的なものを除きあまり普及しなかった。代わって，
デービットカード・システムが2000年以降新たに導入され，利用金融機関・
流通店舗・消費者の数は急速に伸ぴつつある。ただし，キャッシュカード
にデーピットカード機能を自動的に持たせる今のシステムには安全性の問
題があり，これへの対応が急がれている16)。また，日本ではデービットカー
ドシステムが巨大なオンラインシステムによって運行されている。米国等
ではオフライン型もあり，むしろ近時その割合が高まりつつあると言われ
る17)0
③プリペイドカード pre-paidcard (あるいは，ストアッド・バリュー・
カード stored-valuecard)は消費者の小額の支払い手段として日本では大
いに普及した (NTTカード，交通機関の乗車カード，及ぴハイウェー・カ
ード等）。ただし，カード発行総額は90年代半ば以降はっきりと横這いに入
っている。携帯電話の普及がNTTカード需要を抑制していることが一つ
の原因として考えられる。また，多くは自家発行型カード 18)であるが，第三
者発行型カードについてはそれが貨幣に近似した性格のものであることか
16)デーピットカード機能の付与を消費者の選択にする，カード利用金額に適切な上
限を設定する，あるいはカード不正利用に対して保険サービスを付加するなどのエ
夫がなされつつあるが，セキュリティ確保の根本策は未だ検討の余地があろう。
17)オフライン型は即時決済ではなく，数日のラッグをおいた後H決済だが，クレジ
ットカードの場合と異なり，自動的な預金引落し決済方式となっている。巨大なオ
ンラインシステムではシステミックリスクが大きいことと， 24時間対応とする場合
のコストが大きいことが指摘できよう。オフライン型であれば，局所的処理が可能
であるので，このようなリスクやコストは削減できる。オフライン型とするために
は，プリペイド型カードないし電子マネーの活用が一つの方策としてあり得る。
18) 自家発行型や第三者発行型とは， 1990年10月施行の「前払式証票の規制等に関す
る法律」いわゆる「プリペイドカード規制法」による定義。
IT革新の進展と金融システムの変容（岩佐） (525) 91 
ら「シニョーリッジ（発行利益）」19)の獲得をねらった偽造の危険性も高く，
実際そのことによって発行会社が大きな損失を被ったという事実もあり，
発行が手控えられている面もあろう。セキュリティ対策を万全にしない限
り，第三者発行型カードの発展の可能性は危うい。 ICカード化した電子
マネーの形にするのが一つの選択肢としてあろう。
電子的資金移動 (ElectronicFund Transfer System= EFT) というの
は，決済資金の移動を電子的シグナルの転送によって行う仕組みをすべて
含むものとして理解できる。代表的には，銀行日座振込や銀行日座振替が
あり， 日本では公共料金をはじめとする定期的な支払いのために銀行日座
振替（預金自動引落）が多用されている20)。既述の小切手やカードによる支
払いにもこのような電子的資金移動の仕組みが関わってくる場合は多い。
ロ座への振込や日座間の振替は，最終的には東京銀行協会が運営する全国
銀行データ通信システム（全銀システム）による内国為替制度によって決
済される。ただし，このような機構で最終処理されるまでの段階で，企業
間の債権債務関係を相殺 (netting-out)・精算 (clearing) し，その差額の
決済 (settlement)のみを銀行や全銀システムに持ち込む「金融VAN」等
のサービスもある。コンビニエンスストアによる「代金収納代行サービス」
も類似業務と言えるが，これは個々の支払いを一括集約して銀行に持ち込
19) これは低利ないしゼロ金利で貨幣を発行して得た資金の内，歩留まる資金によっ
て取得した沢産からの正味収益に対応するものと考えられ，プリペイドカードの場
合には発行済みカードの未使用部分の運用益と発行人がカードで支払いを受けた主
体に最終的決済をするまでの使用済み部分の巡用益とから成る。
20) IJ座間の振替や振込による決済方式はこれまで欧州大陸（ジャイロ girosystem 
と言われる）やH本（郵便局の振替口座giroaccountは銀行普通預金I□1座が自動引
落サーピスを持つまでは重要な送金手段として機能していた）においては大きな割
合を占めてきているが，アングロサクソン諸国（米国や英国等）ではあまり利用さ
れて米ず，代わって小切手が多く使用されてきたと言われる。しかし，最近では英
国 ('standingorder'という名の自動引落サービス）でも，米国でも ('directdebit' 
や'directpayment'という名の自動引落サーピス）口座間の自動振替サービスが多
く利用されるようになってきている。
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む仕組みと理解される。これらは銀行システムでの最終的な決済額や決済
コストを最小化する効果を持ち，銀行や全銀システムの機能の一部を実質
的に代替しているものと考えられる。
日本には，後述するような米国にある小口の支払いの集中的処理機関で
ある ACH(Automated Clearing House)が存在せず，各種の支払いデー
タが各種の仕組みに分担された形で処理されている。すなわち，預金口座
振込データは企業と取引銀行間で相対で授受・処理され最終的に全銀シス
テムで，給与振込・配当金振込データは東京銀行協会によって運営される
磁気テープMT交換制度で，クレジットカードやデーピットカード取引デ
ータはCAFIS(Credit and Finance Information System)で，企業と複
数銀行間のデータ一括処理は金融機関業態別のCMS(Cash Management 
Service)センターで行われている 21)。
最後に，いわゆる「電子マネー」について概観しておこう。電子マネー
の定義は今のところ必ずしも確立していないが，ここでは電子的シグナル
の形を取った価値そのものを指し，これを繰り返し使用したり保蔵したり
するための電子媒体（ストアッド・バリュー・カード，ないしプリペイド
カード）をも意味するものと考え，電子的シグナル送達によるその他のさ
まざまの決済の仕組みは「電子的決済」と呼んで一応区別することとす
る22)。そのような分類の観点からすると，「電子マネー」にはカード型のモ
ンデックス Mondex(英国），ゲルトカルテ GeldKarte(ドイツ），ビザの
21)企業の銀行離れは，資金仲介業務の面のみならず資金決済の面でも生じているが，
特に企業グループ所属の企業間では金融VAN業者を介して効率的な資金相殺等
を行い，最終的に銀行で決済する金額を最小化しコストを節約しようとする傾向が
見られる。しかし，銀行もこれらの企業グループ所属企業全体に CMSサービスの網
掛けを行う戦略により自行を中心とした資金循環体系をなんとか維持しようとの努
力を行っている。
22)電子的シグナルで決済で行われる仕組みとしては，既存のクレジットカードをそ
の番号の電送によりオンラインで利用する仕組みや小切手利用に際してその現物を
配送する代わりに，そのイメージを電子的に送付するなどの仕組み＝チェック・ト
ランケーション (chequetruncation)もあろうし，これらを広い意味で電子マネー
だとする考えもあり得るが，ここではこの定義を採用しない。「電子マネー及び電子
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ビザ・キャッシュ VisaCash (米国），プロトン Proton(ベルギー ）， NTT
電子現金（日本），郵便貯金電子財布サービス (B本）などが，他方ネット
ワーク型（ネットワーク内でのみ電子的価値が蓄積され移転する方式）と
してはデイジー・キャッシュ DigiCash社のイーキャッシュ eCash(米国），
サイバーキャッシュ社のサイバーキャッシュ CyberCash(米国）などがあ
る。この内のいくつかは日本でも実験が行われてきており（表3及ぴ以下
の記述を参照），実験段階を超えて世界的に実用に供されているものもある
が，逆に実験段階で，あるいは実用に供された後に取りやめになりすでに
姿を消したものもある。たとえば，ニューヨーク・マンハッタンで行われ
たビザキャッシュ中心の ICカード実験は惨めな結果に陥り途中で取りや
めとなった。また， DigCash社がeCashサービスを Marktwain銀行を媒
表3 ICカードを利用した電子マネー実証実験の概要
('9郵8年貯2・月大9-~(E実l-験 ) VISA Cash渋谷実瞼） 新宿スーパーキャッシュ実験('98年9月78- ('9年4月lHI-)
運営 I: I本 郵政省 SS（参S加プ企ロ業ジ4ェ6社ク）ト スーパーキャッシュ協議会
のk郵in便t;内局4全7域局とその隣接地域 都平ク銀成レ信ジ8金行ッ （二和除く）， 横浜， 都友東銀信京託相9，杓行l，三菱典銀信，託横，駿浜，j,J常陽千，葉，住参加念融機関
トカード会社10杜
カード発行状況 実績： 65 625年4枚<Hi 4月末） 実績： 125(H,0l0年枚10程月度末） 実紹： 22.228枚
加盟店状況 加（盟ク店クシ：3ー27．店自舗販機等含む） 加盟店： 1.200店舗程度
加パ舗盟ー店チリアル店舗舗： 914店
ャル店 ： 8 モール• 81店
一平均件利あ用た県価り 約3,9671り 約366円 約4,767111 
連続譲渡性 なし なし あり
特 トレー サピリティー あり あり
匿 名 性 なし 両タイプあり あり
徴再充てん性 あり 両タイプあり あり
ネ・ットワークでの利用 なし あり あり
• パリ＂.,て年とアー本●い'"ルチで●,く店r9カをf.辿定ー合定ま射通．わで,ド.. 捐●せ実り退.. で攀終ての饂●延了決は。漏用紀済化今全H,はU後.を（ 年は95 ・クレジッをト発カード 8社と共 注）備 考 )Iカード 行。 図っ
・H13 
it H本ICカード推進協議会。
「ICカード推進に積極的意思をもつ1けJ企業・業界団体・ 金融機関等が一~;J に全し，利用名利便性の向 tを IC カ
ードによるマルチペイントスキーム1/1築により実現すると共に， ICカード和1/Hスキームの仕様統一を1的として設
立された団体。」 (2000年4月7l発足）
出所：金融情報システム ~li!l', 平成13年版。
決済に関する懇談会報告書」 (1997年5月）も「電子化された決済手段」と「電子化
された決済方法」とを区別し，「電子マネー」を「電子化された決済手段」の意味で
用いている。
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介に行ったのは3年間だけであり (1998年9月に突然休止），デイジーキャ
ッシュ社は倒産した。
(i) ビザ・キャッシュは渋谷ならぴ神戸三宮地区でICカードの電子
マネー「ピザ・キャッシュ」の実験を続けてきた。前者は渋谷スマートカ
ードソサエティー（カード会社10社，金紬機関10行，内外大手メーカー25
社，およぴピザ・インターナショナルが組織したコンソーシアム， http://
www.shibuya-smart.com/)を中心とし，後者はスーパーのダイエーおよ
ぴ地区商店街との提携によるものである。電子マネー「ビザ・キャッシュ」
は使い切りタイプ（通常のプリペイドカード・タイプ）と再充填型 (IC
カード，充填限度額3万円）とがあり（独立のカードとクレジットカード
または銀行キャッシュカードとの相乗りタイプとがある），興味深いのは後
者である。これは電子マネーをクレジットカードによるキャッシングの要
領で入手するもので，通常のキャッシングと異なるのは現金通貨ではなく，
ICカードに充填する形で電子マネーを手に入れる点である。したがって，
充填された価値相当分は通常のキャッシングと同様に，後刻銀行預金口座
から引き落とされて決済される。
(ii)サイバーキャッシュ社CyberCash,Inc. は1994年8月にビル・メル
トン氏によってバージニア州に設立され，米国はもちろん，カナダ， ドイ
ッ，英国，そして日本など世界各地で，電子商取引関連の企業等とのパー
トナーシップやアライアンスを形成した上で，インターネット上での物販
やサービスのための決済サービスを実際に提供している。日本ではソフト
バンク・ファイナンス（ソフトバンクの100%出資でインターネット金融事
業を専門に担う子会社として1999年3月に設立）がサイバー・キャッシュ
のサーピスを提供している(http://www.cybercash.eo.jp/)。基本はクレジ
ットカードでのオンライン・リアルタイム決済であり，電子マネーという
よりはより効率的で安全な電子的決済の仕組みを提供していると言うべき
かも知れない。
(ii)一方，新宿では銀行22行と NTTコミュニケーションズが組織し
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たスーパーキャッシュ協議会 (http://supercash.ntt.com/およぴhttp://
www . s-cash.gr.jp/)が，電子マネー「スーパーキャッシュ」利用実験（リ
アル店舗の電子マネー利用とインターネット上のパーチャル店舗での電子
マネー利用）を1999年4月から2000年5月末まで，その後もバーチャル店
舗での電子マネー利用実験は続いている。電子マネーは ICカード型の「ス
ーパーキャッシュ・カード」に銀行設躍の充填機，対応型公衆電話，およ
ぴ自宅パソコンによって充填することができ（充填限度額10万円），利用は
リアル店舗でもインターネット上でも可能となっており， リアルとバーチ
ャルをスムーズに行き来できるシステムであり，カード型とネットワーク
型双方の特性を持った電子マネーとなっている。このシステムは銀行預金
日座から電子マネーの形でICカードに引き出す仕組みであり，現金通貨
の代替物であると理解できよう。
(iv)最後に棘キャピオンは， 2000年6月に電子マネーの発行によるイ
ンターネット・ショッピングの即時決済システムを開始した (http://www.
cash.ne.jp/参照）。これは郵便貯金口座の自動引落しによる代金回収業務と
も言え，電子財布キャッシュポックス C-Box相互間に資金を移転するサ
ービスである。
以上のようにH本でも各種各様の電子マネーが開発され実用に供されて
いるが，ネットワーク型の電子マネーの場合，これと伝統的な支払い決済
手段を使用して電子的に決済する仕組みとの境界線はかなり曖昧であると
も言える。後者の代表が構想中ないし設立されたばかりのインターネット
（専業）バンキングや決済専業銀行などである。ネットワークを利用した
銀行サービスの提供は，これまでも電話，ファックス，専用端末，パソコ
ン等を端末とし銀行と企業ないし家計が双方的に情報交換を行う各種の仕
組み，すなわちファームバンキング，ホームバンキング，銀行POS等の形
で進められてきた23)。しかし，これらは基本的に専用回線か公衆電話回線を
23) 10年前の時点の状況把握としては岩佐〔1990〕を参照。また各年度の状況をフォ
ローするには「金融情報システム白書』各年版が参考になる。
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活用したものであり，処理の容量やスピードにおいて必ずしも満足するべ
きものではなかった。その後の技術革新の結果，情報処理機器や処理の仕
組み，および通信速度・容量は飛躍的な発展を遂げてきたし，今なお発展
しつつある。こうした技術の活用によって，多種多様なルート（コパー電
話回線以外にも，光通信網， CATV,電線ネットワーク，デジタル放送・
通信，携帯電話，）を媒介とし，インターネットという無摩擦のバーチャル
空間ないしサイバー・スペースにおいて，諸種の銀行サービス（資金仲介・
資金決済サービス等）が極めて効率的に提供されるであろうことはほとん
ど自明である。
ただ，いかにこのような発展が見られたとしても，決済については最終
的に法定貨幣の現金通貨か，あるいは銀行（銀行法に甚づく免許会社）の
発行する預金通貨で決済され続けることはほぼ間違いないように思われ
る。その意味で，決済機能はやはり銀行産業に固有のものとして存続する
可能性は高い。ただ，銀行産業が旧来の銀行産業そのままにとどまるとも
思われない。決済業務や預金業務に関連してはその社会的インフラとして
の重要性を考慮して規制と保護の仕組みを残すことは避けられないもの
の，銀行産業への新規参人・退出の頻度はいっそう衛まることは明らかで
あろう。それは，技術革新の進展が銀行産業の外部にあるいわゆる異業種
の銀行業参入を容易にしつつあるからである。
また，そもそも「決済機構」 (paymentmechanism)ないし「支払い決
済システム」 (paymentsystem)と言った場合，それは「支払い手段(means
of payment)の授受⇒支払い決済情報の一次処理ないし仲介｛＝相殺
(netting)・精算 (clearing)}⇒最終的な決済 (settlement)」という一連
の諸手続きを統合したものを指すとしてわれわれは理解している。最終的
な決済手段（＝貨幣＝現金通貨＋預金通貨）を銀行システムが今後とも提
供するべきだという認識は変らないとしても，さまざまの支払い手段の提
供，およぴ支払い決済情報を一時的に処理し，すなわち債権債務関係を相
殺・精算し，その結果についての情報を仲介するという作業は，銀行以外
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の異業種事業体がそのまま事業として行うことがあってもよかろう。つま
り，これまでは銀行システムが支払い決済システムの全部を一括して担っ
ていたのに対して，最終的な決済(settlement)を除き，支払い手段の供給
や支払い決済情報の一次処理と仲介については銀行以外の事業会社＝異業
種が担うこともあってよいし，大いにあり得る。このような観測は大蔵省
報告書「わが国金融システムの活性化のために」 (1996年10月）での認識と
相通じるものである 24)。
(2) 米国の決済システム
次に， Mester⑫000〕を参考にしつつ，米国の現状について概観してみ
よう。
米国では個人レベルでも従前から小切手が多用されており，その処理に
関わる社会的費用の大きさが問題となっている。中央銀行である合衆国連
銀は小切手使用頻度を低めるために，たとえば電子マネー利用を促進した
いとの思惑を持っているものの，なかなか国民の支払い慣習は変化しない。
小切手の現物をやる取りする代わりに，そのイメージを電子的シグナルに
置き換えて処理する方法（チェック・トランケーション checquetrunca-
tion) も進められつつある。
24) しかし，この報告害では「支払手段の受入れ・運用」と「決済情報の仲介」とに
二分し，前者については免許制度を将来とも維持し，後者については広く開放して
自由競争を導入するぺきだとしている。しかし，そもそも支払い手段という表現は
曖昧であり，決済手段と分別した用語法のもとで，支払い手段の提供を一般事業者
にも開放し，決済手段のみを規制（日本銀行法による法定通貨の独占的発行特権や
銀行法に基づく免許制度での預金通貨発行に関わる諸規制）のもとに置くとした方
がより明確になるかもしれない。ただ，最終的な決済手段に限りなく接近した支払
い手段の提供については，銀行法によるのではないにしても，なにがしかの規制体
系を整える必要はあるかもしれない。第三者発行型プリペイドカードは，いわゆる
「プリペイドカード規制法」によって規制されており，今後なにがしかの支払い決
済サーピスを提供する企業については，かつて大蔵省で構想されたような「第二種
銀行免許制度」が導入される必要はあるかもしれない。
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さて，支払い決済に関わる取引の中で，取引回数が最も多いのはBtoC
（リーテイル市場での消費者の企業への支払い）であり，取引額では Bto 
B(ホールセール市場での企業間支払い）である。統計データによれば，米
国のリーテイル市場で利用される支払い手段は92年から97年にかけて，次
のような変化を示した。現金のシェアが79%から53%に低下，それでもや
はり一番シェアは大きい（金融自由化後は銀行預金日座や小切手振出しに
ついて諸種の手数料を課す銀行が増加し，これを嫌って小切手を使用した
がらない国民も少なくない点に留意すべし）。小切手は16%から22%へむし
ろ増加し，クレディットカードは 6%から19%へと大きく増加した。デー
ビットカードは 0から 5%への増加を示した。このような動きの中で，銀
行産業がこれまで支払い決済サービスの中心を占めていたが，銀行以外の
いわゆるノンバンクの介在する機会が増えていることも注目される。
伝統的な支払い決済手段を電子的支払いの方法によって利用するケース
が増加している。デービットカード， PCバンキング，社会保障費の電子
的支払い， ACHを媒介としたdirectdepositなどである。これらは基本的
に銀行預金を電子的に効率よく移転させるものであって，革新的なものと
は必ずしも言えない。
これと対照的には全く新規の支払い手段が，電子マネー (electronic
money, ore-money)として登場しつつある。カード型と言われる， stored
-value cardやsmart-card,ネットワーク型と言われる electronicpurse 
やsoftware-basedmoneyの類である。これらは今の米国の規制体系のも
とでは，銀行でもノンバンクでも発行できる。電子マネーは基本的に小額
支払い (micro-payment,small-value payment)のために開発されたもの
である。しかし，利用次第では，高額の支払いにも，またより広い範囲で
も通用し得る潜勢力を秘めている。ただ，このような電子マネーは予想や
期待されているほどには米国でも普及していると言い難い。 1997年Nilson
Report (http://www.nilsonreport.com/)によれば， 1990年と1997年を比
較すると，支払い回数［支払い金額］では現金が44.7[19.5]%が40.8[17.4]
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％に減少，小切手が37.5[61.3] %が32.3[52.4] %に低下，クレジット
カードが13.9[14.5] %から18.0 [21.1] %に増加，電子的手段を含むそ
の他が3.9[4.7] %から8.9[9.1] %に増加となっている。このように伝
統的な支払い手段が依然として主要なものであって，大きな変化は認めが
たいという事実に直面する。
スマートカードの実際の利用率は米国では欧州諸国と対照的にたしかに
非常に低い。 Mest釘〔2000〕はその一つの理由を次のように説明する。ス
マートカードが惟に出た70年代，米国では電話回線が整備されており，ク
レジットカードのオーソリゼーションも廉価で済んだが，欧州諸国では逆
に高価についたためオフライン利用型のスマートカードが普及する索地が
あったと。スマートカードと同様，ネットワーク型の電子マネーも米国で
は普及が限られたと指摘されている。既述のとおり， DigiCash社のeCash
は3年間の実験の後1998年9月に突然に1木止された（会社は11月に倒産手
続きを申請）。消費者は安全性が技術的に高められるに従って，クレジット
カードの方をより便利だと考えるようになったのである。このように，米
国でも現状では新しい決済手段や決済の仕組みが普及している状況にはな
い。しかし，このような新しい手段や仕組みは一定の水準を超えると急速
に（爆発的に）発展する可能性もあることを留意しておく必要がある。こ
のことは現状についての経済学的考察から明らかになる。
すなわち，電子的決済の方法は伝統的なものに比較して限界コストは低
いという意味で効率的だが，その発展途上においては平均コストが収益を
上回る，あるいは損益分岐点が相当に高い状況にある。この分岐点以下で
は「規模の経済性」がマイナスに作用しているわけである。また，利用範
囲が広がれば利用度が加速度的に高まるという「ネットワーク効果」（外部
効果）が存在するため，一定の閾値に達するまでは逆に成長が遅い状況が
支配的となるのである。当初の普及度合いは消費者が新しい手段や仕組み
に対し安全性の確信を持てるかどうかにかかっている。また，新しい手段
や仕組みがどの程度のスピードで普及するかは，新手段のリスク，コスト，
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便益がどのように利用者に配分される仕組みになっているかにも依存して
いるのである 25)0 
他方， PCバンキングの一形態であるインターネット・バンキングは急
速に発展している。家庭の 3割ないし 4割がすでにインターネットにアク
セスしていると推測され，ネットバンキングは銀行にとってもコスト削減
と収益増加に結びつくものとして重視されている 26)。実際，バンクワン
BankOneは今後銀行買収に代わって，新たに設立したウェップバンク（＝
ネットバンキング）である WingspanBankを活用しようとしており，
Citibankは1999年8月にネットワーク上での銀行業務と証券受託売買業
務を行う Citif/iを立ち上げ，他の多くのウェップバンクも， NetB@nkが
その典型であるように，本店以外に店舗を持たないサイバースペースだけ
の銀行である (WallstreetJournal, 1999.5.10)。しかし，このようなネッ
トバンキング・サービスを実際に利用しようとする人々の割合はやはり極
めて低いとの報がある（前掲NilsonReport)。
3 -2 新しい金融ビジネスモデルの諸事例
以上，われわれは1990年代末における日米の現状を概観した。 ITを活
用した新たな胎動はたしかに見られる。しかし，顕著な形で実現するまで
には至っていない。あるいは，特に消費者にあってはまだ新しい方式が定
着する段階に至っていない。しかし，すでに第 1節でも示唆したように，
25)消費者は小切手の振り出しによって享受できるフロート float(決済期日までの運
用収益）の価値と電子的決済（ネットパンキングなど）による利便性とを比較考量
するかもしれない。また，ネットバンキングによる即時的または定時定期的な支払
いの利便性よりも，小切手振り出し日を裁量的に決めることのできる自由度を高く
評価するかもしれない。日本でも銀行の自動預金振替よりコンビニの代金収納代行
サーピスを利用する若い世代の消費者が少なくない。ただし，利便性や自由度の評
価は主観的要索が強いから，一挙に変化する可能性もある。
26) しかし，インターネットバンキングの収益性が高いのは，このようなバンキング
活動に親しむ顧客層がもともと高い収益をもたらす層であることによるとの別の観
測もある。
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わが国でも1999年以降かなり明確な動きが見えつつある。インターネット
利用層の急速な拡大，携帯電話（及び iモード）の普及率の急上昇，それ
にも関わらず IT革新の進展度合いの世界各国との懸隔のおぴただしさ
を背景に，国民の意識や認識のレベルのみならず国の政策判断の次元にお
いても，これらの技術をいっそう発展させる環境づくりの必要性が主張さ
れるようになった。また，金融業界では異業種からの新規参入や新しい銀
行ビジネスモデルの構想が多く打ち出され始めている。この節では，でき
る限り直近の新しい動向を個々の事例の中に探ってみる。
(1) ATMネットワークの機能変化
ATMは預金者の顧客利便性の観点から，銀行預金へのアクセス手段，あ
るいは現金引き下ろし手段として整備され， したがって一つの経営戦略手
段として捉えられ，ネットワークの整備・拡充と統合（自行ネットワーク
の完成，そして他行• 他業態との接続，さらにクレジットカード会社や信
販会社などのノンバンクとも接続，加えて郵貯ネットワークとの接続へと
発展）が進められ，同時に，特にわが国では多機能化も進められた（現金
の預払いのみならず，振替・振込，カードローンの窓口機能等々）。最近で
は流通業界との提携関係が強化されつつあり， ATMネットワークを資金
決済の重要拠点およぴ金融サービスのデリバリー拠点としても活用する動
きが見られる。
銀行が流通業界に接近して設立されたものとしては，さくら銀行とコン
ビニエンス・ストア am/pmが99年春に開始した提携による@BANK,ぉ
よぴ複数のコンビニと銀行の提携によるイーネットなどがある。
① @BANKの専用ATMの設置は2000年10月末段階で1000店舗，全店
の8割強に相当する。手数料はさくら銀行の既存サービスと同じだが， 24
時間対応（手数料体系はさくら銀行のそれと同じ）としている。一H平均
100件の利用がある。銀行からすれば，一種の「インストア・ブランチ」で
あり，ATM設置の初期費用と運用費用はともに，通常の銀行店外ATMよ
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りも相当に割安となっている。そこで，通常の店外ATMをコンビニ店舗
内ATMに代替しているケースも多い。「インストア・プランチ」と言って
も機械サービスに限定されている点が，米国の場合等とは異なっていよう。
また， ATM利用者の約半分は同時にコンビニ商品の購買も行う傾向があ
るとのことで，コンピニの売り上げ高も高まり，双方にメリットがある。
②イーネットは2000年春以降，東京三菱• 第一勧業・さくらの 3行に千
葉・琉球などの地銀が提携の上開始。 2000年10月段階で提携行は10。提携
コンビニ 6社にはサークルK, ミニストップ，ファミリーマートなどがあ
る。ATM設置店舗数は約540。一日100件の利用を前提に利用の度に提携銀
行から150円をコンビニが取得する計算であったが，これ以下に利用件数が
落ち込むと負担はコンビニにかかる契約となっている。実際には利用件数
が100を大きく下回っていたので，損益分岐点を 1日70件弱に引き下げ，イ
ーネットが銀行系ATMネットワークであることを周知させるべく店舗
に提携銀行名も表示することとした。その結果， 1日50件弱までの増加を
見た。ATM機の設置を2001年3月までに1500店， 2002年3月には5000店ま
で拡大する予定である。当面は平日通常時間帯の利用者手数料をゼロとし
ているが，手数料体系が銀行毎に異なるという問題点はいずれ顕在化する
可能性もあるし，提携銀行の150円という負担が問題となるかもしれな
ぃ27)
な゜お，以上のような ATMネットワークの価値を高めるために，ネット
ワークを預金以外の商品（住宅ローン，消費者ローン，代理販売商品であ
る投信，保険など）の販売・デリバリーの拠点とする動きもある。たとえ
ば，消費者ローン業務を行う子会社のさくら銀行系さくらローンパートナ
ーや三和銀行系モビットなど（これらの概要については後掲表5を参照）
に対して，自行ATMおよびコンビニ内ATMを販売・デリバリー拠点と
して活用させている。
27)ちなみに'B本の場合，自行顧客が他行ATMを利用した場合には．顧客自身と
自行がともに他行に100円の手数料を支払う形となっている（他行は200円の収入）。
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上記のような銀行から流通業界への接近とは逆に，むしろ流通業界から
銀行業への積極的な接近としては新たな銀行ビジネスモデルを構想した I
y (イトーヨーカ堂）銀行やイーバンク銀行，さらにはソニー銀行などが
ある。これらについては後述する。
今後の可能性として，コンビニ以外のネットワーク産業，デパート，鉄
道，ガソリンスタンド等も，上記と同様の形でATMネットワーク拡充や
決済サービスの提供に進出することは十分に想像し得よう。
ATMネットワークはこれまではキャッシュポイントとして機能するこ
とで，預金者に利便性を供与し，預金獲得の競争手段として戦略的に用い
られてきた。しかし， ATMネットワークが単に現金アクセス，預金アクセ
スの手段にとどまらず，資金の移転＝振替・振込のサービスも提供する方
向に機能は高度化してきた。そして，今やこのネットワークは銀行のみな
らず，広く金融産業，さらに流通業をも取り込んだ社会性の高いネットワ
ークに発展している。最早やATMネットワークは銀行に帰属する独自の
機能を持ったものというより，社会的インフラとして広く活用されるべき
存在に転換しつつあるとも言える。銀行の差別化手段としてではなく，各
行・各金融機関等が個性的な独自の金融商品・サービスを開発し供給する
ために共通に利用されるべきプラットフォームであると言い換えることも
できる。もちろん， ATMが現金・預金アクセス手段としての機能を当面失
うことはあり得まい。しかし，そのための手段としてならば，単機能型の
廉価なCD機で十分であるということになる。しかし，これも電子マネー
が普及すれば，無用の存在に転化するかもしれない。あるいは，電子マネ
ーと現金・預金との交換機としての機能に転化するかもしれない。いずれ
にしても，技術革新の進展次第ではATMネットワークが今後その価値を
大幅に低下させる可能性もあるのであり，それでもなお必要なネットワー
クということであれば，それは公共財として提供されるべき性質のもので
あるかもしれない。
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(2) 異業種参入による「決済専業銀行」
反響の大きさで言えば，異業種による， しかも決済業務に特化した銀行
の設立構想が重要である。まず，スーパーのイトーヨーカ堂グループによ
るIY銀行構想，そして伊藤忠商事等グループによるイーバンク銀行構想
を取り上げよう。
① IY銀行
IY銀行は1999年11月にイトーヨーカ堂により決済専門銀行として構想
され，その後当局との調整を経て， 2000年11月免許取得に向けて予備認可
の申請がなされたものである。当初イトーヨーカ堂は旧日本債券信用銀行
の買収ないし資本参加によって銀行業務に進出することを目論んでいたと
言われる。その後，単独で銀行免許の取得に動くが，銀行業のノウハウの
取得と実際に採算のとれる営業の必要性とから，都銀等との合弁および出
資銀行との提携へと内容は変更された。また，事業内容についても，当初
は純粋の決済専門銀行（すなわち，ナローバンク）を設立することとして
いたが，当局の銀行の姿に関する考えとの相違や採算性についての民間銀
行の懸念等も考慮して，預金業務のみならず貸付業務（主として，個人口
ーン）をも行う形に変更された。もともとは信用リスク（貸付）をとらず
に決済業務に特化する事業体を構想していたというこの間の経緯からすれ
ば，ねらいは銀行設立そのものにあったというよりも，決済サービスを付
加することでイトーヨーカ堂グループ企業への米店客の利便性を高め，売
り上げ高を向上させることにあった（すなわち，流通業務とのシナジー効
果の追求）と考えられる。もちろん， どちらかと言えばさくら銀行にイニ
シャティブのある am/pmのような提携 (@Bank)か， もしくはATM機
設置については小売店にイニシャティブがあるイーネットのような銀行・
流通業界提携の形もあり得たであろう。イトーヨーカ堂の戦略は，既存銀
行からの独立性を保ちつつ，かつみずからのATMネットワークの運営で
主体性が発揮できる方式を採用することにあったと推察される。以下は，
当初の計画と申請時の計画の概要比較である。
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当初の計画 (2000年4月）：
資本金300億円（イトーヨーカ堂50%超，三和，さくら，東京三菱，あ
さひ各2.5%,横浜，静岡が1%強の予定）， 2000年10月開業予定，グル
ープのコンビニやスーパー等に3年で7000台の ATM設置，個人ローン
はしない， 3年以内黒字化。
申請時計画 (2000年12月）：
資本金当初30億円，のち300億円， 2001年夏を目処に600億円（イトー
ヨーカ堂50%超，三和，さくら，東京三菱，あさひ各2.5%,横浜，静岡
が1%強）， 2000年12月開業予定， 2年以内に3500台のATMをイトーヨ
ーカ堂グループ会社店舗に配置（当初計画に比して設置台数を半減させ
たのは，初期投資費用を抑えるねらい），一日の単店あたり ATM利用度
数は70件を目標，普通預金口座の開設と24時間の預金受け入れ・引き出
し・振込等のサービス，追って預金者を対象に小日ローン・サービス（保
証制度を活用か）， 3年以内黒字化。
なお，預金の赤残（貸越）も容認，また ATMのシステム・ダウンに
備えたリスク管理の一つとてし，他のアクセス手段も提供する予定（テ
レホン・パンキング，インターネット・バンキング，デービットカード
の使用等），他の地銀等との提携も進める予定。
さて，銀行免許の予備認可申請にこぎつけた IY銀行は，概ね次のよう
な特徴を持ったものだと言える。 (i)異業種＝流通業界から銀行業に新規
参入したもの， (ii)イトーヨーカ堂グループ店舗内のATMネットワーク
を活用し，決済業務を中心に据えた安全性の高い銀行（「擬似ナローバンク」
とでも言えようか）， (ii)預金で集めた資金の運用は，国債，コールロー
ン，銀行預金等の他，できるだけリスクを抑えた形の個人小ロローン， (iv)
ICカード型のキャッシュカードを既存銀行に先駆けて導入。
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問題は採算性であるが，ヨーカ堂グループ9300店舗にすべて ATMを設
罹するとして利用件数が100人／日であれば採算が取れるとの試算がある
という。たしかに， ATM設置費用(1機あたり1000万円として，全国に設箇
するとすれば1000億円の費用が必要と見積もられる）とその周辺費用，お
よび運転費用は，既存銀行の店舗に設置した場合に比較すると相当に廉価
になると言われる。コストを抑えるとしても，手数料収人でこれらのコス
トを十分にカバーできるかどうかである。手数料をめぐっては IY銀行と
都銀間に確執もあり， IY銀行開業の遅れの一因ともなりつつある。手数
料代金の流れが一方的となる可能性から，都銀預金者がIY銀行の ATM
を利用した場合に当該都銀が支払う手数料を半額の50円にするよう要請し
ている（日本経済新聞， 2001年2月24日号報，および本稿脚注27も参照）。
また，預金に通常以上の高い金利を設定するならばなおのこと採算性の問
題は小さくない。通常の預金よりも高い金利を設定してなお，他の銀行に
預金をして運用するとなれば，逆ざやは明白であり，なにがしかの貸付業
務に従事することを迫られた背景ともなっていよう。
②イーバンク銀行 (eBANK)
これが目指すものは， (i)少額決済（いわゆるマイクロ・ペイメント
micro-payment)を中心としたネット専業銀行， (ii)携帯電話でリアルタ
イムの銀行決済であると言う (http://www.ebank.ne.jp/)。伊藤忠商事を
中心に，イーバンク銀行設立準備会社「日本電子決済企画株式会社」 (Japan
Electronic Settlement Planning Inc.)を設立したのが2000年 1月。その
資本は 4億円で出発， 2000年12月には35億円に達している。株主には伊藤
忠商事，住友商事，三井海上火災，大和生命， 日立製作所，ぴあ，電通，
日本信販，ヤマト運輸など約30社が名を連ねている。イーバンクを設立し
て2001年4月から少額ネット決済事業に乗り出し， 5月以降の次憔代携帯
電話を利用したリアルタイム銀行決済も開始する予定。イーバンクの出資
者としては今の段階で銀行は予定されていない。そうであれば，完全なる
奥業種の銀行業参入である。戦略としてはアライアンス，パートナーシッ
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プが活用されるとのことであり，融資業務等に関連して，銀行等の金融機
関とどのような連携がなされるのかが注目される。
採算性については，店舗をもたないネット決済銀行であるため，コスト
は極めて低く抑えることができると考えられている。決済は主としてデジ
タルコンテンツの購入に際して，そのための決済サービスを提供するもの
である。したがって，まずはBto Cの決済サービスを行い，次いでBto 
Bの企業間決済にも進出し，またCtoC(消費者間）の資金移転サービス
も行う予定と言われる。預金業務を行うに際しては，預金をどのように受
け入れるのか，現金通貨の交換はどうなっているのか，今のところは明ら
かでない。融資業務は貸越枠を設定した短期貸出を行うとされているが，
これ以外にどのような運用を考えているのかも現段階では不明。また，金
融機関とも協力した形で本格的な融資業務も検討しているとされるが，そ
の詳細は明らかでない。
イーバンクは伝統的な銀行と同様の業務内容ながら，インターネットや
最新の携帯電話システムを活用する点，およぴ決済業務に力点が置かれて
いる点（その意味で，これも「擬似ナローバンク」と言えよう）に，特色
があると言えよう。その意味で，これは伝統的な手段を利用した電子的決
済の仕組みの最新版とでも言えよう。預金の出し入れをどのように実行す
るかについては明確になっていないが，電子的シグナルを活用するとなれ
ば，イーバンク自身が「電子マネー」の発行者に転じることにもなる。今
後の具体化を注目しておこう。
(3) 「ネットバンキング」と「ネット専業銀行」
わが国の「ネットバンキング」の実態は，表4に整理されているとおり
である。なお，この表には「ネット専業銀行」のジャパンネット銀行も含
まれている。
簡単で使いやすい操作手順（認証手続きや暗号方式）という便利さの点
で，東京三菱と三和の 2行が現在契約と利用数で上位にあるとの評価があ
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表4 主要銀行のインターネットバンキング (2000年10月31日現在）
東海ダイレクト あさひダイレクト 1富士サイパーパンク
> 投資信託マネ＝対応対象暉日運堕全貯蓄預金
当座預金
カードローン
??
?? ? ? ? ?
??
??
? ?
? ?
??
?
??
?? ? ?ヵ
?
? ? ? ? ?
?? ? ? ?
?。 ＿
? ? ?
? ?
振替
??
? ?
?? ? ? ? ?
?? ＿
?
? ? ? ? ? ?
O(TB契約者のみ）
B 
゜X X 
X 
X 
X 
X (12月実施子定）
X 
X 
X (12月実施予定）
直近10件
＂ X 
X 
X 
X 
X 
X (12tl実施予定）
Q 
゜芍
?
? ? ?X X 嗚-21時（粁通・貯薔預金）他 平A0時-12時 平El0時-15時
0 0 0 
0時-15時平El0時-12時平El0時-15時
カード積立 スー バ一定期，i猷11選択型定期 スーパ＿定期
: 合名
△（満期選択定期のみ） X 
x △（満期選択定期のみ）
米ドル 米ドル
X 365H :24時間 平El10時-21時
外貨普通・外貨定期 外貨定期
x 外貨普通・外1t定期 外貨定期
X X (12月実施予定）
23 X (11) 
X n鹿開設，購入，解約，積立刷込 X( 
゜0 X(H.P. で可） X 0 NHK. 電気電話，ガス，水逍
X X X 
X Q X 
パスワードロック解除 X X X 
TBの補充 障害時迂回路としてのTB x ゜残高照会 リアルタイム照会 平El12時JIil.休Fl8時間平日12時JD,f木El8時1りI 24時JGI明細照会 リアルタイム照会 平El12時りIJ,休日 8時IKJ
取引履歴!I会リアルタイム照会 平A12時間 平日12時IUJ,f.j<l8時間 24時1
ヘルプ 電子メール対応 0 0 0 
取扱H 年始, GW除く毎H 年始. GW除く毎E1 年,,,無休
取扱時間 8時45分ー21時（平fl) 9時ー21時（平fl) 9時-20時（平El)
9時-17時（祝休H) 9時-17時（祝休El) 9時-17時（祝休El)
利用手数料絶対額 無料 01/6まで無料 資金移動)1100円
優遇基準の有無 (300円／月） FFC会it無料
振込手数料（他行宛30.000円以上） 400円（税別） 200円(01/6)まで 4001り
注 ① 「振込当H扱」について． ジャパンネ・ット銀行は自行宛24時揖J,② 「振替」について．東海は入金先別に普通預
金21時まで．カード積立18時まで．当座16時まで．③ 「便利な機能」の一般日座振替について，富士はマネックス
証券への株式購入代金振替実施．④「明細照会」について．住友は円定期．投信を乎Fl8-21時．祝休119-21時．
「振込手数科」についてポイント制の優遇 (280円）あり．⑤ 「振込当日扱」について．束点三菱は振舒先が当座預
金の場合0-15時．「振替当日扱」は自行宛0-19時．「振込手数料」に優退あり。
出所：金紬ピジネス,2001年1月号。
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゜
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゜ ゜
X 
゜
X X 
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X 
゜
X X 
゜X 
゜
X 
゜ ゜X 
゜
X X X 
゜
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゜
0(予約） X X 
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゜
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35 35 X X 12(予定） X 
購人．解約
゜
X X X (12f)実施f定） X 
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X X X( ＂ ） X 
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X X 
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゜X(ll月末実施予定） X X X X X 
゜
X X X X X 
゜
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X 
頭""U ●●●闘
（） 
2244U 時時間fil 
24時間 24時IUJ 24時間（当座は16時間） .,._『"'
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24時間 24時J1 24時11(当咆は16時間） 24時間
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X 
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300円 400円 4001リ 367PJ(税込） 400円
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る（金融ピジネス， 2001年 1月号）。
現在ネットバンキングの利用範囲は多くの場合残高照会程度に留まると
も言われている。ネットバンキングロ座が総合的かつ多機能的に利用され
るのを促進するためには，特別のしかけも必要と考えられる。たとえば，
同じサイトかリンクを張ったサイトに電子商取引を可能とするバーチャ
ル・モールをつくり，その決済をネットバンキングロ座で行う方向に誘導
する仕掛けとか，決済サービスの対価収入を目標とするにとどまらず，決
済の必要と口座資金の効率的運用の機会を与えるために，種々の金融商品
自体を提供するなどの戦略である。ネットバンキングに熱心な銀行もこの
ような仕掛けづくりに注力している姿が見える。その具体例としては，東
京三菱ダイレクトがJAL,ANA, JTB等と提携して，航空券等の販売と
同時に電子的決済「イー・ペイメント (e-payment)」を行う仕組みを提供
しており，住友銀行のワンズ・ダイレクトも同様の「ネット・デービット」
というサーピスを展開している。また，富士サイバーバンクとマネックス
証券は株式売買代金の即時決済サービスをネット上で提供している (2000
年 1月～）。みずほフィナンシアルグループは親密金融機関や企業とバーチ
ャル・モール（エムタウン）を設立している (2000年12月）。なお，住友の
ネットパンキングOne'sDirectのパソコンと携帯電話での利用は2000年
末から急増しており，従来型の固定電話でのテレホン・バンキング利用は
横這い状態になっていると言われる。客層は前者では20代から40代，後者
では40代から70代が中心，利用時間帯は前者が夜11時から午前0時に，後
者では午前中に集中する傾向があるとされている（朝日新聞， 2001年 2月
18日号）。利用顧客層や利用時間帯のはっきりした分離状況は興味深いが，
IT革新は時間的にも空間的にも市場を拡大しつつあるという効果が見て
取れる。
以下では，特に「ネット専業銀行」（ネット決済専業銀行としてのイーバ
ンクは既述のとおり）を取り上げてみよう。
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①ジャパンネット銀行
さくら銀行 (50%)中心に，住友，富士通， 日生が各10%,東京電力，
三井物産， NTTドコモ， NTT東日本が各5%出資して（計8社でのアラ
イアンス効果をねらっている），本店以外に店舗を持たないネット専業銀行
を設立， 2000年10月に開業。同年11月には iモード携帯電話利用と他行振
込サービスの開始で，契約者数は伸ぴている。契約後に，さくらの ATMと
@BANKのATMで（およぴ当銀行の本店窓日でも）入金する形。預金金
利は通常の銀行のそれより高く，振込手数料は安い。口座維持手数料の制
度を他の銀行に先駆けて導入（ただし，例外的に米国資本のシティ銀行は
かねてからーロ座月2000円の維持手数料を徴収しており，預金平均残高が
30万円以上の場合無料，また100万円以上でATM利用料も不要となる体
系を設けており，東京三菱銀行も近く 300円の口座手数料を必要とするーた
だし， 10万円以上の預金残高でこの手数料は無料となる一新型預金口座を
設ける予定）するのも特徴的である。預金の月平均残高が30万円以下で1000
円の手数料を設定。ネット営業は24時間356日対応で， ATM入金も24時間
無料とする。ただし， ATM出金は月 3回まで（預金平均残高が100万円以
上の場合には 4回） 24時間無料で， 4回目 (100万円超の預金残高のときは
5回目）以降24時間一律1回157円としている。テレホンバンキングも稼働
させ，いずれはWebTVなどの利用も予定されている。
問題は運用だが， リスクの低いコールローン運用，国債等の債券での運
用を中心にするとしているが，親会社さくら銀行への預金も想定している
とのことで，これでは逆ざやとなる可能性がある。そこで，個人無担保ロ
ーンないしカードローン（ローン保証は2000年9月設立の消費者金融子会
社のさくらローンパートナーに委託）などを中心に融資業務を行うことも
考えられている（ネット消費者ローン事業については，表5参照）。むしろ
関連企業とのアライアンス関係を活用して同じサイトで総合的金融サーピ
スあるいはワンストップ・ファイナンシャル・ショッピングを実現させよ
うとしていると言うべきかもしれない。ジャパンネット銀行の総合的金融
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資本金
会社
出資比率
概要
貸付金利
商品 与信設定枠
概要
借入方法
申し込み方法
必要書類
審査時間
カード受け取り方法
キャッシュポイント
第 45巻第 6 号
表5 銀行系2社の概要比較
さくらローンパートナー モビット
100億円 100億円
さくら60%,ェーエム・ピーエム・ 三和50%,プロミス40%, アプラ
ジャパン，三洋信販， 日本生命，住 ス10%
友銀行が各10%
15.875% (市場金利に応じて変動） 100万円未満18%
上記は12月18日からの適用金利 100万円以上は15%
最小10万円，最大50万円 最小30万円，最大300万円
（ただし．新規は上限200万円）
専用ローンカードを使用 専用ローンカードを使用
（緊急時は口座振り込み）
電話,FAX, インターネット．郵送 電話,FAX, インターネット．郵
am/pm店内のローン専用端末 送. iモードマルチメディア端末
（今後予定）
運転免許証（免許証がない場合は． 希望枠が50万円までは免許証等の
保険証とパスポート等の顔写真入り 身分証明書,50万円超は収入証明
身分証明書） 書も別途必要
最短約20分（審査結果の告知も am/ 最短約40分（審査結果の告知は電
pm店内のローン専用端末を利用） 話，ネット。ただし，今後はマル
チメディア端末画面も利用）
am/pm店内のローン専用端末を利 郵送
用 マルチメディア端末（今後予定）
(12月10日時点で巻頭首都圏に約
300台）
●借り入れはさくら．またはam/ ●借り入れは三和または東海．プ
pm店内のATM(11月末時点で ロミス等の提携ATM01月末
合計約5,000台） 時点で合計約14,000台）
●返済はam/pm店内のATM(約 ●返済は三和．プロミス等の
1,000台） ATM(同約5,500台），または三
さくら・住友合併後に利用可能 和の口座自動振替
ATMを拡大予定
出所：金融ピジネス,2001年2月。
グループ戦略としては，イメージ図 6を参照されたい。種々の金融商品を
同じサイトで取り扱うならば，モノ（一般の商品やデジタル・コンテンツ）
のネット販売ピジネス（電子商取引）と結ぴつける方向性も考えられる。
このような展開を見れば，「ネット専業銀行」と言えども，やはり「ネット
決済専業銀行」に接近しており，イーバンク銀行や IY銀行（ただし，こ
ちらはATMネットワークヘの依存度が高い）に近い存在となっているこ
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IT革命の進展
金融サービス・チャネルニーズの多様化
出所：金融ピジネス，2001年1月号。
図6 ジャパンネット銀行の位置づけ
とが理解される。
ちなみに，さくら銀行や富士銀行はわが国でデジタルBS放送が開始さ
れたのを契機に，テレビバンキングも開始した(2000年12月）。三和や第一
勧銀も2001年春から同様のサービスを開始する準備作業中であると言われ
ている。英国ではすでに1999年からテレビバンキングが積極的に展開され
ている。
②三和銀行を中核とした同様のネット専業銀行構想は，欧米のネットバ
ンキング事業体験をつぶさに観察した上で，ネット専業銀行の採算性が心
許ないとの判断により，撤回された。有店舗の三和銀行本体が提供してい
るインターネットバンキング・サービスに資源を集中する戦略を取ること
とした。横並ぴでない異った独自の戦略を採用する銀行が出現するのも不
息議ではない。急速な IT革新の帰結は極めて不確実だからである。
③ソニーもインターネット銀行「ソニー銀行（樹」設立のために， 2001年
1月31日に銀行業免許の予備審査申請をした。本免許申請を経て， 6月開
業を目指す予定と言われる。申請の内容によれば，資本金375億円（ソニー
80%, さくら銀行16%, JPモルガン 4%), 開業当初の従業員数は80名程
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度，事業内容はパソコンや携帯電話を使いインターネットを通じて個人顧
客向けに限定して，銀行サービスの全般（投資信託や住宅ローン等も含む）
を提供すること (24時間， 365B営業）となっている。物理的な店舗は所有
せず，さくら銀行のATM(住友銀行と合併後は住友の ATMも）やam/
pmに設罹されているさくらの@BANKのATMを活用することとして
いる。ただし， 30名規模のコールセンターは設置する予定である。なお，
ロ座維持手数料は設けない。
インターネット専業銀行間の競争はますます激化するが，ソニーはソニ
ーグループ内金融企業（ソニーファイナンス，ソニー生命，ソニー損保な
ど）や親密証券のマネックスとも連携を図り，プロバイダー so-net(会員
150万人）とソニーの音楽・映像ソフト販売業務面等でプラットフォームの
相互利用，顧客基盤の活用，ソフト販売後の決済などの相乗効果をねらう。
さらに， J pモルガンが米国で展開している個人金アドバイスツールであ
るAdviceEngineを活用してアドバイザリー機能の面でも競争優位に立
とうとしている。さらに，ソニーは非接触型の ICカード Edyを利用して
プリペイド型電子マネーのサービスを展開する予定（さくら銀行，三和銀
行，東京三菱銀行， NTTドコモ，トヨタ自動車等との合併で， 2001年10月
サービス開始の予定）であり，将来的にはインターネット専業銀行と電子
マネー事業を融合させる方向性も打ち出されている。
かくして，ソニーもジャパンネット銀行と同様に，グループ内金融企業
およぴソフト販売事業会社等との連携を通じてワンストップ・ファイナン
シャル・サービスを供給することで顧客を引きつけようとする戦略を採用
しようとしている。アライアンス効果をいかに引き出して魅力的なサービ
スを提供するかがインターネット専業銀行の今後の競争のキー・ポイント
になるものと考えられる。
④以上の他， BMWなどもネットバンキング構想を出しており，いずれ
その具体化に向けた動きが見られよう。 IT技術を活用し，インターネッ
トのサイバースペースでのバーチャルな金融業務取引はコスト効率的であ
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ることはたしかであり，金融業務への参入も容易になっていることは明ら
かである。しかし，初期投資を回収し，十分な採算性をとることができる
かどうかは，ネット上の取引に対するニーズがどの程度存在するか，ある
いは潜在的なニーズを有効需要として顕在化させるための仕掛けいかんに
かかっていよう。
(4) 証券取引関連の IT化動向
インターネットを利用したいわゆる「オンライン証券」でのイートレイ
ドや投信販売は急成長している（表6参照）。これは ITバプルがらみと
1999年10月の株式売買委託手数料自由化によろう。しかし，最近では鈍化
の兆候も見られ（オンラインロ座数の伸ぴ率低下），サービス提供業者の消
耗戦も続いている（手数料単価の引き下げと売買実績の落ち込みによる）。
ネット信用取引を中心とする松井証券やオリックス証券はまさにそのよう
な状況にあると言われている。他方，現金取引主体のマネックス証券は手
数料を引き下げたにもかかわらず売買実績は伸びずじまいの状況にあると
言われる。
そこで，投資家の裾野を拡大するために投資信託の販売（株式委託売買
取引の場合と対照的に，投信販売では少なくともこれまで手数料値下げは
あまり生じていないが，これは顧客層の価格弾力性の違いによるものと思
われる）に傾注する証券会社が増えつつある。マネックス証券はもともと
投信販売に注力していたが，異色の新しいタイプのファンドを販売し始め，
住銀系のDLJディレクト SFGも投信販売手数料の 9割をポイントの形
で投資家に還元する仕組みを考案し，三和系のイーウィング証券は販売手
数料ゼロのノーロード型を拡充している。
他方において，ネットトレード証券の再編の動きがもう出始めており，
イーウィング証券と日本オンライン証券は合併することで合意されてい
る。米国や日本で実際見られるように，証券取引に関わってはネットトレ
ードによって手数料引き下げの販売競争が展開される状況が生み出されて
?
?
?
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表 6-2 口座数では野村が主位（各社インターネット取引口座数）
順位 証券会社名 ロ座数 順位 証券会社名 ロ座数
1 野村 348,581 12 オリックス 23,309 
2 大和 283,085 13 新光 16,100 
3 イー・トレード 111,886 14 セゾン 15,600 
4 マネックス 91,789 15 HIS協立 15,000 
5 DLJディレクト SFG 77,857 16 岩井 14,000 
6 今川三澤屋 67,450 17 藍澤 7,210 
7 日興ビーンズ 57,376 18 岡三 4,182 
8 日本グローバル 42,000 19 ジェット 3,200 ， 松井 35,118 20 旧東海丸万 3,094 
10 日本オンライン 25,176 21 堂島関東 315 
11 イー・ウイング 25,124 22 今村 70 
注 2000年9月末の公表ベースで一部概算値。旧・東海丸万は10月に合併し東海東京証
券。
出所：金融ピジネス， 2001年 1月号。
表 6-3 売買シェアではオンライン専業が躍進
(2000年 8月株式売買シェア）（単位：億株，％）
順位 前回順位 証券会社名 株数 東証シェア
1 1 ◎野村 30.7 12.27 
2 122 ◆大和 SBCM 20.2 8.09 
3 3 ◆モルガン・スタンレー 16.9 6.77 
4 104 ◆日興SSB 14.2 5. 71 
5 4 ◆メリルリンチ 12.5 5.00 
6 6 ◆ゴールドマン・サックス 9.4 3.79 
7 ◎新光 8.1 3.25 
8 ◎つばさ 7.8 3.13 ， 2 ■大和 7.5 3.00 
10 48 ◆クレディ・リヨネ 7.3 2.92 
11 12 ◆ドイチェ 7 .1 2.86 
12 ◆ UBSウォーバーグ 7.1 2.86 
13 5 ■日興（含むビーンズ） 6.3 2.52 
14 84 ＊松井 4.5 1.82 
15 10 ◎岡三 4.5 1.80 
20 14 ◎国際 3.3 1.35 
27 ＊マネックス 2.4 0.98 
29 古オリックス 2.2 0.91 
31 16 ◎旧・勧角 2.0 0.83 
37 *DLJディレクト SFG 1.6 0.67 
注 前回は1999年 1月。大和 SBCMの前回は旧住友キャピタル証
券， H興SSBの前回はソロモン・スミスパーニー証券， H興証
券は日興ピーンズ証券を含む。旧・勧角証券は10月1日「みず
ほインベスターズ証券」に社名を変更。◎は総合証券，◆はホ
ールセール主体， ■はリテイル主体，合はオンライン専業証券。
出所：金融ビジネス， 2001年1月号。
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表6-4 ネット投信も拡大 （単位： 100万円，％）
国内投資信託
ネットシェアC
インターネット 募集取扱品
1999年10月 30,293 7,098,057 0.43 
2000年3月 60,262 7,955,518 0.76 
9月 67,268 4,540,977 1.48 
99年10月-00年3月 236,792 45,454,309 0.52 
00年4月-00年9月 465,447 40,756,949 1.14 
注 募集取扱高は日証協全会員の国内投信募集取扱高。
ネットシェアCはインタネット取引金額を募集取扱高で割ったも
の。
出所：金融ビジネス， 2001年 1月号。
きた。これはサービスの内容が明確で，デリバリーの効率化が行き着いた
先では，業者間競争が価格競争一点に集約しがちであることを反映してい
よう。それだけに，取引顧客の価格弾力性に応じていかんなく価格差が付
くことも不思議ではない。供給サイドからすれば，競争の激化が経営体力
の消耗戦に繋がっているとも言える。価格弾力性の低い顧客層や商品の取
扱に注力することで競争を回避する手もないではないが，このような顧客
層や商品においてはネットトレードが，たとえば株式委託売買の場合に比
して，概して馴染みにくい傾向もあるように思われる。競争の行き着く先
は，装置産業化しつつある金融産業において「規模の経済性」が十分発揮
できるクリテイカル・マスの獲得とそのための企業（事業）規模拡大と市
場の寡占化ではないかと予測されるが，今後の展開を観察することとした
し、28)
゜
(5) 「ネットバンキング」や「イートレード」に対する消費者意識
住友生命総合研究所『金融商品についてのアンケート調査』 (2000年8月
実施）は，インターネット金融取引の利用実態を全国的に調査したもので
ある（金融財政2000.11.27号， 40頁参照）。これによると，わが国のインタ
28)証券市場の電子化の実態については，三好〔2000〕が詳しい。
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ーネット利用者は約50%,金融機関ホームページヘのアクセス経験では，
(i)証券会社， (ii)銀行， (ii)損害保険， (iv)生保の順となっている。
また，金融商品をインターネットで購入した経験は， (i)株式， (ii)投
資信託， (ii)損害保険， (iv)生命保険， (V)外貨預金， (vi)外貨建て
投資信託の順となっている。
インターネットで金融取引を行わない理由としては， (i)インターネッ
トそのものを利用しない， (ii)個人情報の安全性に不安がある， (ii)ネ
ットで金融商品を購入する必要がない，などとなっている。ただし，ネッ
ト取引は価格が安く，また便利だとの認識は多くが持っているようである。
ともあれ，現段階ではネットでの金融商品の売買がそれほど大きな関心事
項でなく，またネット取引という方式が国民の間に必ずしも定着したもの
ではないことがわかる。
また，国民生活センター報告書『銀行等の個人向け新サービス』 (2000年
10月5月）は， 19の金融機関へのアンケート調査および全国消費生活情報
ネットワークシステムに寄せられた消費者からの相談事例等に基づいて現
状と課題について調査したものである（金融財政2000.11.13号，46頁参照）。
郵政省郵政研究所の「金融機関利用に関する意識調査」 (99年版）は 2年前
に比較して，国民がパソコンや携帯電話でインターネットでの店舗外金融
取引を行いたいとする強い意向を持っていることを明らかにしている。と
ころが，実際の利用度合いは低い。センター報告書はこのことの背景を探
ろうとしている。
まず，消費者にはネットバンキングやネットトレードの仕組みや実際の
操作方法等には当然のことながら馴染みが薄く，そこで金融機関の相談窓
口が重要となってくる。ところが，多くの金融機関は時間を限定したフリ
ーダイヤル対応しか用意していない現状がある (365B 24時間対応は，シテ
ィ銀行と郵貯の FAXおよぴホームページ受付のみ）。また，消費者が最も
懸念していることはネット取引の安全性の問題であろうが，安全性を確保
するための仕組みが利用者には面倒くささや不便さを感じさせがちでもあ
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る。実際に利用した場合，金融機関の説明が不十分であると感じたり，操
作ミスに関しての対応に問題があるなどの思いを抱くものが少なくない。
基本としては金融機関が十分な説明をし．相談にも十分応じられる体制を
併せて整える必要があるが，他方で消費者側自身が新しい取引形態に馴染
む努力と適切な注意深さを求められていることが報告書から伺われる。
IT革新の成果が広く社会に還元されるためには，単に ITを活用した
取引の仕組み（たとえば，ハードウェアとしての廉価で高性能なPCとこ
れを操作するソフト，あるいは金融取引のビジネス・モデルとこれをイン
ターネット上で運営するためのソフトなど）が出来上がるだけでは不十分
である。サービスの提供者がサービス提供に関連して必要な諸事を万端整
えることや利用者には新しいものを受け入れて活用するための心の準備と
覚悟も必要である。そして，両者が満足すべき状況に至るのを促進するた
めに社会全体の観点から環境整備（インフラとしての回線整備，消費者の
情報リタラシー向上のための教育的施策．およぴ消費者保護等の法制度の
確立など）を行うことも不可欠である。技術革新は社会全体に大きなかつ
広範な影響を及ぽすものであるが，発展の当初は狭い意味の技術のみが突
出して不均等に発展しがちである。技術の成果が真に活かされるためには
整えられるべき事柄はあまりにも多く存在するのであり，技術革新とその
成果がバランスのとれた形で社会に定着するには相当の時間がかかるもの
である。技術革新の成果が一国の国際競争力にも重大な影響を与えると考
えられる場合には，革新とそのの成果がバランス良く社会に還元されるた
めの環境整備がより速やかになされるぺきことは言うまでもない。
(6) 英国と米国の「ネット専業銀行」
①英国の事情
米国ではネットバンキングが人気薄と伝えられ，欧州諸国ではこれと対
照的に普及度合いが高いと言われる。しかし，子細に見れば，ネットバン
キングが一律に健闘しているわけでないことも理解される。すなわち，消
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費者がネット銀行の目新しさや高金利に魅惑される時期は過ぎ，既存銀行
の店舗ネットワークの利用可能性を評価し直す動きがあると言う （金融財
政事情， 2000.11.29参照）。また，特にネット専業銀行ともなると知名度を
上げるために広告費やサービス充実のための投資費用がかさみ，当初の目
論見と異なりコスト高に苦しむ姿も浮き上がりつつある。
ファースト e (アイルランド本拠）は， 2000年10月末，広告費と従業員
を大幅に削減するリストラを実行し， 2001年2月にはスペインのネット専
業銀行ウノ eと合併する予定である。エッグ（生保のプルーデンシャルの
ネット銀行子会社， 98.10開業）は，金利を高めに設定したり顧客基盤のし
っかりした企業と提携するなどにより，100万人もの顧客数を獲得した最も
成功的なネット専業銀行 (click-and-mortarbank)と言われる。しかし，
投資コストがかさみ，開業2年後でも黒字転換の目処が立たない状況にあ
る。ショッピング・サイトの運営，カード事業の展開などもやり，アピー
ル度を高めて，手数料収入の増加を図り黒字転換を目指す構えと言う。苦
境の背景には，当初高利に魅惑された消費者が，バーチャルでないリアル
な既存支店網 (brickand mortar) を冷静に評価するようになったことと
既存大手銀行の多種多様なサービスがネット銀行の魅力を減退させるよう
になってきたことがある。
これら既存の銀行から独立のネット専業銀行とは対照的に，既存銀行の
子会社として設立されたネット専業銀行は善戦しており，利用者の評価も
高いと言われる。
カフート（アビー・ナショナルのネット専業銀行子会社， 2000年7月開
業）は，徹底した効率経営を志向し，顧客を特定層に絞っている。口座申
し込みに対して，厳しい審査を行い， リスクが低く，支店サービスを求め
ない， また ITに馴染んでいる多忙な顧客層に限定するという戦略を採っ
ている。親会社と同じラインで営業するのではなく，全く異なるビジネス
としてやるという姿勢が重要な点であると言われる。カフートの強みは，
顧客が親会社を通じた資金決済や親銀行の ATM網を利用することがで
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きる点，また最新高性能の電算システムを持っていることであると言われ
る。
スマイル（組合銀行のコーポラテイプ銀行のネット専業銀行子会社，
99.10開業）は，組合組織のため市場の評価（株価）を気にすることなくゆ
とりある経営を行い，仮に失敗しても親会社に統合すればよいとの姿勢で
望んでいる。しかし， 4大商業銀行に対する対抗意識は強い。スマイルの
社員は会社のマークを付けたユニフォームを着て通勤し，会社の広告費を
節約している。また，システムは米国国防総省のものを手本とし，英国の
銀行としては英国規格協会からネット取引の安全商標を受けた唯一の銀行
でもある。顧客は親会社の店舗も利用できるというメリットがある。
PCバンキングとは異なり，英国ではテレビバンキング (1999年から開
始）が注目を浴ぴている。オープン (http://www.open-here.eo.uk/) -B 
スカイ Bの衛生デジタル放送網を利用した双方向電子商取引サーピス会社
で，その母体である British Interactive Broadcasting社はBritish
Telecom (32. 5%出資）, BskyB (32.5%), HSBC (20.0%), Matsushita 
Electronic Europe (15. 0%)が1997年5月に設立した合弁会社ーは，ホー
ムショッピングやテレビバンキングのサービスを1999年10月に開始。この
内，テレビバンキングは，設立母体の HSBC,および住宅金融大手行の
Abbey National Bank, 同じく中堅行のWoolridgeBank (バー クレイズ・
グループの一員）によって提供されている。ネット専業銀行のエッグもこ
れに参加することを表明している。サーピス内容はネットバンキングのサ
ーピスとほぼ同一内容。「ソファバンキング」と言われるほど簡便な取引形
態であり，普及率も高く馴染みのある簡単な操作のテレピを利用したリモ
ートバンキングの普及の可能性は高いと見られている。英銀各行もテレピ
バンキングの可能性に大きな期待を寄せていると言われる。
②米国のネットバンキング事情
米国初．世界初のネット専業銀行は1995年10月の SecurityFirst Net-
work Bank (SFNB)である。 1996年には NetB@nkが開業。これらはい
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ずれも独立系のネット専業銀行である。その後，既述のとおり，大手行の
BankOneがWingspanBankを設立， Citiがeコマース関連業務を扱う e
-citiにおいて Citif/iを本体から離した事業を開始。しかし，これらの銀
行の日座数の伸ぴは低く，コンスタントに利益を出しているところは
NetB@nkぐらいとも言われている。
店舗を持たないネット専業銀行はここでも苦戦を強いられている。知名
度とプランドカをつけるのが容易でなく，宣伝費用がかさむのが一因であ
る。本店を除きサイバースペースにしか存在しない SFNBも，「存在証明」
のために同行の看板を掲げるいわば「見せ店舗」の設置や提携ATM以外
に自行ATMの設置を余儀なくされてきたと言われる。店舗を持つ銀行の
場合であっても，そのネットバンキング・サービスは付加的なものに過ぎ
ないとの顧客の認識が多く，ネット部門の採算性は低いと言われている（金
融財政事情， 2001年1.1号）。CitiBank系のネット専業銀行Citif/iはe-citi
ともども， 2000年4月に結局本体へ吸収され，顧客は本体のネット部門に
統合された。また， BankOne系のWingspanBank.Comについても戦略の
大幅な見直しがなされる予定と言われている。
なお，さまざまの産業界のランキング指標を提供している Gomez.Com
(http:/ /www.gomez.com/)は，ネット銀行業務 (InternetBanking)に
ついてもランキング（有店舗銀行のインターネットバンキングとネット専
業銀行のそれの双方が評価対象となっている）を公表している（表7-1を
参考，日本でも同様のランキング情報の公開がなされつつある。日本のイ
ンターネット・バンキングについてゴメス・ジャパンがランク付けした最
初の結果は表7-2に示されている）。このような格付け情報は消費者によ
り善き銀行情報を与える一方で，銀行間競争を通じたサービスの質的改善
を促すものと思われる。いずれにしても，米国では，イートレード（イン
ターネット上でのオンライン取引）に関心が集中する傾向があり，その結
果ネットバンキングはあまり成功していないとの見方が一般的である。
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表7-1 インターネットバンキングとその評価
Firm Score 
1 . Citibank Online 7.33 
2. Security First Network Bank 7.25 
3. Net Bank 7.13 
4 . First Inetrnet Bank of Indiana 6.97 
5 . Wingspan Bank.com 6.95 
6 • Bank One Corporation 6.93 
7 . everbank.com 6.87 
8. Huntington 6.51 
9. Key Bank 6.50 
10. Wells Fargo 6.49 
1. American Express-Banking 6.45 
12. Virtual Bank 6.44 
13. directbanking.com 6.41 
14. Compu Bank 6.40 
15. American Bank/pcbanker.com 6.33 
16. Bank Direct 6.27 
17. Bank of America 6.10 
18. U.S. Bank 6.09 
19. Fleet 6.02 
20. National InterBank 5.90 
出所： http://www.gowex.com/. 
(7) その他の動向
「電子マネー」についてはすでに先に (3-1節）触れた以上の展開は見
られない。ただ，「決済専門銀行」としての IY銀行，イーネット銀行等は
電子的決済の仕組みであって，これらとの競争や補完の関係が今後注目さ
れるところである。これらの電子的決済の仕組みとネットワーク型電子マ
ネーは名目的にも実体的にも融合していく可能性があるとも言えよう。
また，公的機関である郵便貯金（郵政事業庁， 2003年度に郵政公社）の
ネットワークやその「営業戦略」の動向は重要である。コンビニとの全面
的業務提携により，郵貯のコンビニ化，コンピニの銀行化（決済サービス
提供）などが実現する可能性も全く否定することはできないし，この可能
性をにらみつつ民間銀行の ATMネットワークとの統合の進展がどう進
展するか，またJR(日本旅客鉄道各社）がその駅と鉄道網のネットワー
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表 7-2 日本のインターネットバンキング評価
＜総合得点＞（上位10行）
1. 住友銀行
2. シティパンク．エヌ・エイ
3. 三和銀行
4. スルガ銀行ソフトバンク支店
5. 東京三菱銀行
6. 住友信託銀行
7. あさひ銀行
8. 東海銀行
9. 富士銀行
10. 第一勧業銀行
くカテゴリー別ランキング〉（上位各 3行）
機能性・使いやすさ
1. シティバンク，エヌ・エイ
2. 住友信託銀行
3. 富士銀行
安定性と信頼感
1. 東京三菱銀行
2. 東海銀行
3. 住友銀行
情報量とコンテンツ
1. 住友銀行
2. シティパンク，エヌ・エイ
注
3. 三和銀行
サービスのきめ細かさ
1. 住友銀行
2. あさひ銀行
3. 三和銀行
総費用
(2000. 11. 30時点）
1. スルガ銀行ソフトバンク支店
2. 住友銀行
3. シティパンク，エヌ・エイ
＜顧客タイプ別ランキング〉（上位各 3行）
決済重視型
1. シティバンク，エヌ・エイ
2. 住友銀行
3. 三和銀行
ワン・ストップ・ショッパー型
1. 住友銀行
2. シティバンク，エヌ・エイ
3. 三和銀行
利便性追求型
1. 住友銀行
2. 東京三菱銀行
3. スルガ銀行ソフトバンク支店
• 本調査は， 24時間ログインできること，口座開設が居住地域で制限されないことなど
一定の条件を満たすオンラインバンクサーピスを提供する金融機関14行を対象に行っ
たものである。
• さくら銀行のプラウザパンキングはインターネット上でのサーピス提供という条件
を．ジャパンネット銀行は調査時点でサービス開始から 3カ月以上経過していること
という条件を満たしていないため，調査の対象外となっている。
出所：金融財政事情,2001年1月29日号。
クを活用して「JRバンク」業務を展開する可能性もないではない。現に
阪急電鉄は池田銀行と提携して駅に ATMを配置し，決済サービスに関与
しつつある。将来的にはプリペイド乗車券とキャッシュカードとの融合も
あり得る。
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第4節 三つの論点に関する試論的考察
4-1 電子マネーの可能性と含意
われわれは電子マネーとは「電子化された支払い決済手段」であると理
解し，支払い決済の方法を電子化した「電子的決済の仕組み」とは一応区
別した。この意味での電子マネーは，カード型またはネットワーク型のい
ずれかとなろう。前者は電子的シグナル化された価値の媒体としてカード
を活用するものであり，ポータビリティがある。他方，後者はネットワー
クの内部で電子的シグナル化された価値を移転するのみで，ネットワーク
の外に価値を持ち出すことは不可能である。持ち出す場合にはカード型に
転換するか，伝統的な貨幣に交換する必要がある。ネットワーク型電子マ
ネーそれ自体にはポータビリティが無い。しかし，特定個人がネットワー
ク内の自分の電子的価値にアクセスする手段があれば（それがPINによる
ものであったり，物理的なアクセスカードであったりするが），どこに設躍
されたPC端末からも価値の移転の指図は技術的には実行可能であろう。
カード型としては， I Cカード（スマートカード）が考えられ，ここにプ
リペイドカードの形で電子マネー（銀行預金の代わり金あるいはクレジッ
トカードによるキャッシングで得た資金）を取り込み，キャッシュカード
（預金日座の現金通貨へのアクセス手段），デービットカード（銀行預金移
転指図手段），クレジットカードの諸機能をそのカードに複合的に搭載する
ことは可能であろう。これらはオフライン型処理ができるという特性を持
っている。他方，ネットワーク型の場合には特定PCまたは特定サーバー
に電子的価値を格納しておき，これをネットワーク内で移転することとな
る。オンライン型処理となるため，ネットワークが機能していない限り利
用不可能となる（たとえば，システムダウンや端末機の不調といった状況
では利用できない）。ネットワーク・ショッピングにはネットワーク型電子
マネーの方が支払い手段としてスムーズに機能しようが，カード型電子マ
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ネー用のインターフェイスさえ確保されるならば，カード型も容易にネッ
トワーク型に転換し得る。このように考えると，カード型電子マネーはネ
ットワーク型が存在しなくても利便性の高い電子マネーとして十分に機能
するが，他方ネットワーク型のみでは必ずしも利便性が十分ではないとい
う面があり，その普及には時間がかかると観測される。
さて，電子マネーは「オープン・ループ型」（もしくは「クローズド・シ
ステム型」）ならば，現金通貨や預金通貨なみに転々流通することになる。
しかし，仮にそれが制度的に容認されても発行主体と発行された電子マネ
ーが信認を得ることは決して容易なことではなかろう。ただし，知名度が
高く，揺るぎない財務状況を誇っている事業主体（既存の銀行それ自体も
含む）が電子マネーを発行した場合には，財務基盤の弱い既存の銀行の預
金通貨以上に厚い信任が得られる可能性もあろう。既存の銀行が預金通貨
を代替する形で，あるいはそれと並行的に，電子マネーを発行する場合は，
それは現金との交換性を断たれた銀行債務として発行される。このような
タイプの電子マネーについては，その技術的可能性はともかく，果たして
現実的に採用される可能性があるかについて疑問なしとしない。それは，
貨幣法定主義の廃止とか貨幣発行の自由化が現実的には容易でなかろうと
いう判断による。しかし，貨幣発行の自由化の帰結についてはまだ十分に
検討され尽くされているわけではなく，可能性が全くないとも断定できな
し、
゜
多くの電子マネーは「クローズド・ループ型」（ないし「オープン・シス
テム型」）の形態で実用化されようとしている。これは利用されるたびに発
行者に対して現金通貨もしくは預金通貨への交換を要求することができる
ものであり，現金代替物ないし預金代替物的な存在である。したがって，
現在の現金通貨や預金通貨の総量を大きく超えて発展する可能性は無く，
むしろ現金通貨や預金通貨以上の利便性の高い代替的支払い手段（小銭取
扱や小額支払いのわずらわしさやこれに伴う諸コストを節約するなどの効
果を持つ）として機能するものと考えられる。安全性や効率性（利便性）
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についての信頼を高めれば，現金通貨や預金通貨に交換されずにそのまま
転々流通する可能性も出てこよう。しかし，やはりこの交換性が保証され
ているという基本がこのタイプの電子マネーにおいては重要であり，交換
のために準備預金制度類似の制度を確立しておけば，金融政策上も従来の
枠組みで対応でき，また決済システムの安全性確保のための金融規制のあ
り方も変更を被ることは基本的にないと考えて良い。
電子マネーを既存の中央銀行が現金通貨に代わって，あるいはそれと並
行的に発行することになれば，信認度が高く安全で，また利便性と効率性
も高い支払い決済手段が生まれるのではないかと思われる。中央銀行発行
の電子マネーであれば，現金通貨への交換性を保証しても， しなくてもそ
の信認は維持されるものと思われる。電子マネー発行は，国民各自に IC
カードを付与し，中央銀行あるいは民間銀行の ATMネットワークから現
金通貨または指定民間銀行の預金通貨との交換で電子マネーを充填するこ
とによって得られよう。または，国民各層に中央銀行預金口座を開放し，
給与の受け払い，電子マネーの受け払いをこの口座によって実施する仕組
みを考えてもよい。この場合にも ICカードを利用する方法と，さらにロ
座間の振替をデーピットカード機能で行うなり，またネットワークに接続
してネットワーク型電子マネーとして機能させることも可能である。ナロ
ーバンクの一形態とも考えられたJ.トービンの「預金化通貨」 (deposited
currency)構想はまさにこのようなタイプの電子マネーであると解釈する
ことが可能である。このような構想について考え得る唯一の問題点は，中
央銀行が経済全体のマネーサプライを管理する任務を有している中で，併
せて民間の個々の経済主体の口座の管理を同時に継続的に行わねばならな
いことのコストの大きさであろう。代替的な構想としては，中央銀行口座
へのアクセスを郵便貯金口座を媒介することとし，電子マネーの供給と流
通は直接的には郵貯口座を通じて行うというものがあり得る。これは少な
くとも技術的には実現可能性のある構想と考えられる。なお，電子マネー
の本質やその含意（銀行業の変容等）について本格的に論究しようとした
IT革新の進展と金融システムの変容（岩佐） (563) 129 
代表的なものとしては，堀内〔1996〕，木下等〔1997〕，西垣〔1999〕，およ
びウィンストン等〔2000〕がある。
最後に，電子マネーとは直接関係しないものの，「地域通貨」（あるいは
ェコマネー）の発展もまた ITの革新によって普及度を高める可能性は高
いことに言及しておきたい29)。この種の「通貨」はボランティーア活動等，
本来市場的取引の対象ではないものをスムースに交換する仕組みとして考
え出されたものであるが，コストをかけずに流通させることが容易となれ
ばエコマネーの発展が促進される可能性は否定できまい。そして，エコマ
ネーの発展やこれを通じた交換の比重が高まると，市場での貨幣的交換取
引を中心とする現在の経済のあり方自体が修正を迫られることも考えられ
る。
4-2 決済専業銀行とナローバンク
I y銀行やイーバンク銀行はいずれも異業種からの銀行産業への参入の
事例であること，そして決済専業銀行を標榜していることという特徴を持
っている。もちろん，これらは純粋の決済専業銀行とは言えない。銀行免
許申請に至るまでの過程で，預金業務の他に，運用手段として貸付業務を
も併営することが当然であると金融当局から指摘され，モデルの修正を余
儀なくされたからである。のみならず，提携銀行等からは貸付業務によっ
て応分のリスク負担をしない限り，相応の収益も確保できず，採算性に問
題が生じるのではないかとの危惧の念がもたれたからである。たしかに，
預金者に対する小口無担保ローン（実際には預金担保ないし，カードロー
ン的なもの，あるいは消費者金融会社等の保証付き）等の形で貸付をも実
施する意向と言われている。しかし，営業の基本的スタンスはやはり信用
リスクの存在しない国債（預金債務の平均満期に併せて短期の国債となろ
う）や金融機関に対するコールローン，あるいは預金等の比較的安全な資
29)林〔2000〕やインターネットのホームページhttp://www.ecomoney.net等を参
照。
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産での運用を中心にしようとしており，決済サービスの提供による手数料
収入を主要な収益源として捉えていることは否定できない。その意味では，
金融システムの安全性を確保し，預金保険制度に伴う社会的コストを最小
化しようとした決済業務の隔離論ないしナローバンク論と，その背景は全
く異なるもの，同一内容の構想と言い得る。むしろ，これらはナローバン
クの一つのはっきりした実現形態である9と理解することが可能である。 I 
Y銀行は ATMネットワークを中心とした決済サービスの提供，イーバン
ク銀行はネットワーク上でのマイクロ・ペイメントの決済サービスの提供
を基本としている。
ナローバンクの現実妥当性については，これまでもいくつかの難点が指
摘されてきた。①民間企業体として採算が取れるのか，②安全な運用手段
は十分に存在するのか，③ナローバンクは本当にリスクのない事業体と言
えるのか，などである。また，個々の事業体によるナローバンクの自由な
設立とは異なり，金融システムの安定性を一方で維持するとともに，預金
保険制度の社会的コストを最小化するために，制度としてのナローバンク
を導入することについては別の問題もある。つまり，流動的預金債務で資
金を吸収するナローバンクには安全な資産運用を強制し，預金保険制度は
このようなナローバンクにのみ限って適用すること，そしてこれ以外の銀
行は自由な運用が許されるとしてもその債務は預金保険制度の適用対象外
とするという制度（ナローバンク制度）の導入には，金融システムから信
用創造の余地を奪うというさらなる問題点があることがこれまでも指摘さ
れてきた（岩佐〔1998〕参照）。
制度としてナローバンクを導入する場合にあっては，厳密なナローバン
クである限り信用創造の余地が消滅するというたしかに大きな問題があ
る。流動的預金債務を吸収するナローバンクは貸付を行い得ないのであり，
定期性の預金債務を吸収する銀行は貸付が可能であっても信用創造はでき
ない。かくして，預金保険制度とナローバンク制度を併存させるとすれば，
ゆるやかなナローバンク制度とせざるを得ず，「商業銀行主義」という伝統
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的銀行理念に立ち返った銀行のあり方を考えるか，あるいは預金保険制度
を撤廃し，民間銀行にはすべて自由な行動を許す一方，公的機関がナロー
バンクとして存在するという仕組みが不可欠となる。この公的機関は消費
者，中小企業，地方自治体， NPO等（つまり，金融取引や金融情報の面で
専門性の低い索人筋）には口座の所有を広く容認するが，大手企業には容
認しないという形で安全な決済手段を提供するものである。現在の郵貯制
度をこの種の公的機関に再編するというのは一つの現実的な選択肢たり得
ると思われる（この点については，岩佐〔1998〕参考）。
さて，ナローバンクが個々に自由に設立されるのを容認する場合には，
問題はなによりも採算性いかんということになる。これは技術革新のコス
卜節約効果を最大限活かす工夫をすることで切り抜けることのできる可能
性はあろう 30)。また，安全な運用手段については，短期国債に限定しなくて
も，代替的運用手段は種々あり得る。最後に，ナローバンクはバランスシ
ートの ALM管理を通じて流動性リスクや運用資産の信用リスクおよぴ市
場リスクを回避することは可能であり，その面では当該ナローバンクの倒
産リスクを最小化することが可能である。しかし，オペレーショナル・リ
スクを完全に回避することはできない。とくに，コンピュータ通信ネット
ワークに依存した，効率的ではあるがシステムダウンの影響を受けやすい
営業手法には，オペレーショナル・リスクが常につきまとうと言うべきで
ある。このようなタイプのリスクをいかに管理し削減するかが重要な問題
となろう。
「預金あり・貸付あり」＝バンク，「預金なし・貸付あり」＝ノンバンク，
「預金あり，貸付なし」＝ナローバンクという区別をすることが可能である
30) Radec屈〔1999〕は，銀行収益に占める支払い決済サーピス関連の収益が，通常は
必ずしも認識されているとは思われないが，実に大きな比重を占めていることを推
計によって明らかにしている。銀行の本質を考え，決済サーピスの領域をめぐる銀
行間競争およぴ異業者参入の激化という現象の背漿を正しく認識する必要を迫って
いる。この推計が正しければ，決済サービスによってナローバンクが成り立つ可能
性も十分にあり得ることが予想されよう。
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ことを考えれば，バンクとは基本的に預金取扱金融仲介機関であるという
ことが理解されよう。バンクの本質的機能はしたがって，預金の取扱と預
金という決済手段を利用した資金の決済にあると理解できる。しかし，金
融自由化や IT革新が進展した結果，あるいは今後ますます進展する結果，
預金に類似する金融商品が多く排出することとなっている。たとえば，比
較的安全で流動性の高い価値貯蔵手段としてローリスクの投資信託があ
る。また，そのような投信の中でも中国ファンドやMMF(Money Manage-
ment Fund) (証券総合口座に組み込んだMRF(Money Reserve Fund) 
の形で）などがすでに決済手段として利用されている。さらに，決済の仕
組みの一部を担うものとして，コンピニの代金収納サービスがあり，相殺
等の決済サービスを提供する各種の金融VAN,その他各種の「電子マネ
ー」やエコマネー（地域通貨）などがあると言ってもよい。かくして，銀
行は資金仲介面でのみならず決済業務面でも類似の代替的サービスとの競
争を余犠なくされつつあることは否定のしようがない事実であると言わざ
るを得ない。
4-3 ネットワーク・インフラのあり方
これまで銀行をはじめとする金融産業の「情報化」対応は， ATMオンラ
インネットワークを拡充することであったり，銀行のコンピュータを企業
や家計あるいは流通小売業店舗のそれとオンラインで接続してファームバ
ンキング，ホームバンキング，銀行POSの各種サービスを提供する形のも
のが中心を占めていた。そのために必要な投資額は決して無視できない莫
大なものであり，金融諸産業は80年代に実際この方面に巨額の投資を実行
してきた。それは巨大なオンラインシステムを整備し，なお拡充して，情
報処理を集中的に行うという形で効率性の向上と顧客基盤の確保を追求し
たものであったと言えよう。そして，この巨大なシステムを前提に規模の
経済性を活用して競争優位に立つというのが一環した戦略ではなかったか
と思われる。ところが，今進展しつつある IT領域の技術革新は，オフラ
IT革新の進展と金融システムの変容（岩佐） (567) 133 
インでローカルに分散的処理を行うのを可能とする新技術の族生として特
徴づけ得るようにも思われる。これは，コンピュータや通信技術の発展が，
一段と小型で性能の高いコンピュータ端末や情報媒体を廉価に生産できる
ようになったことによる。モバイルPCは携帯電話やデジタルカメラを搭
載して，携帯型高機能のワイヤレス・テレビ電話に変身しつつあり，一方
携帯電話やPDF(かつての電子手帳機能を吸収した携帯情報端末機）の進
化・高機能化はそれらをモバイルPCへと変身させつつあるように見える。
その結果，有線によらずとも無線で居場所を問わずに銀行等の金融機関に
アクセスし，そのサービスのデリバリーを受けることが可能になりつつあ
る。決済サービスも同様であり， ATMネットワークや企業・家計・小売り
店舗のオンライン端末からアクセスしなくても，モバイル・フォーンを通
じて振替・振込のサービスはもちろん，電子マネーを活用して貨幣を手元
に入手し，かつこれを遠隔地間の決済にまで利用することが可能となりつ
つある。
実はこのような発展が進めば，従来の巨大なオンライン・ネットワーク
の多くは陳腐化し，そのネットワーク価値は明らかに減じることとなるで
あろうことに留意する必要がある。これらのネットワークが完全に価値を
喪失することはあるまいにしても，大きく減じる可能性が今の IT革新に
は潜在的に内包されていると言えよう。陳腐化の速度にも依存するが，折角
の投資もサンクコストとして回収不可能な状況に陥る危険もある。したが
って，このことを考慮すれば，巨大なネットワークを拡充するという従来路
線の延長線上でIT対応を練るのは明らかに問題である。必要とされる限
りでネットワークの維持を図ることは重要であるとしても，自社ネットワ
ークを所有する機関がそのコスト負担を軽減する意味でも，今後できるだ
けネットワークは外部化するか共有する方向を選択することが望まれる。
巨大なオンライン・ネットワークは金融諸サーピスだけのデリバリー・
デバイスとしては最早や過剰な規模に達しており，金融諸取引以外の取引
をも処理するシステムとして活用しない限り，個別企業にとっても社会全
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体にとっても無駄の大きすぎる存在に転化しつつあると言っても過言では
ない。このように汎用性の高いシステムとして活用されることが望ましい
との観点からすれば，今や，ネットワークは社会にとって必要不可欠な公
共財の一種に転化したのであり，これを社会構成員が必要に応じて利用し，
かつ応分の利用者負担をすることは当然であるとしても，ネットワークを
個々の企業の競争手段として捉えるという発想はもはや成り立たないと認
識するべきであろう。むしろ，この公共財としてのネットワークを活用し
て各企業がどのような金融商品サービス（あるいは金融以外のその他種々
の商品やサービス）を供給するかが問われるのであり，純粋の意味での商
品サービスそのものの質と価格が競争優位性を決定づける要索となる。こ
れまでは，どのようなネットワーク（店舗にしろ， ATMにしろ，そのネッ
トワークのロケーションや広がり等）を持っているかが銀行や， したがっ
て金融商品の選択基準の一つとして重要であったかもしれない。しかし，
今こそネットワークを活用してどのように優れた金融サービスそのものが
提供されるかが問われるようになりつつあるのである31)0
さて，日本には民間のネットワークに加えて，郵便貯金の公的なネット
ワークも存在する。二つの類似ネットワークが併存することは社会的なニ
重投資で無駄であるとの評価もあるが，他方で競争効果が発揮されて効率
的な成果をもたらすし，またリスク分散という観点からも望ましいとプラ
スの評価を下すことも可能である。資本主義経済の多くの領域では自由な
競争が認められ，その結果効率的な成果が生み出される。しかし，競争の
過程では優勝劣敗が避けられず，投資が無駄になる可能性は幾重にも存在
する。このようなコストと他面での効率性上昇のプラス面とは二律背反の
31)ちなみに，日本の各私立大学はこれまで学舎やキャンパスのいわば見てくれを良
くすることによって学生を惹きつけてきたという一面があるのも否定しがたい。そ
れは時代の要求であったとも言える。しかし，その整備が一巡した現段階以降は，
むしろ教育サーピスの質そのものが純粋に問われることになるはずである。ただし，
需用者サイドが真に質の高い優れた教育サービスを求める限りにおいてであること
は言うまでもなも同様のことは金融商品サービスについても言えよう。
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関係にあろうし，地球環境の保存や資源浪費の回避という観点からはむし
ろコストが凌駕しているのではないかとの問題提起が今なされつつあるの
だとも理解できる。が，少なくともこれまでは，多少の無駄はあっても効
率性の向上が勝っていたとの評価がなされてきたと解釈できよう。
ところが，今後のネットワークのあり方としては，既述のとおり公共財
的性格がいっそう強くなることを勘案すれば，基本的には単一のネットワ
ークに統合をはかり，その共有ないし共用を図ることが社会的効率性の向
上につながるのではないかとも考えられる。一つのあり方としては，民間
のネットワークを「社会化」し郵貯の公共ネットワークと併わせてこれら
を民間経済主体が利用者負担のもとで大いに活用するという方向が考えら
れる。問題は，この公共財としてのネットワークを維持する役割に加えて，
従来どおりにネットワークを活用した金融サービスの提供をも公的な郵貯
機関が実施するのが望ましいのかどうかという点であろう。ネットワーク
の維持・運営とこれを利用したサービスの提供とが公正競争の条件に反し
ない仕組み（ネットワーク利用負担額の決定とネットワークを利用して提
供されるサーピスの価格の設定とが，全く独立になされる仕組みなど）を
考えるとか，ネットワ ク・イ／フラの維持・管理を別の公的機関に委ね
るとか，さらには郵貯機関が特定の限定された金融サーピス（たとえば，
安定的な決済サービスの提供＝ナローバンク）に特化することで民間金融
業者と競合しない，完全に補完的な事業主体になるとかの代替的選択肢も
あるように思われる。
以上は，銀行を中心に拡充されてきた金融産業の ATMネットワークに
対して論評を加えたものである。他方，コンビニエンス・チェーンにおい
ては今ATM類似の MMK(マルチメディア・キオスク）を設置し，その
ネットワークおよぴサービス内容を拡充することに注力する姿が見られ
る。これはコンピニの店頭で電子商取引EC (Electronic Commerce)を
も可能とするためである。つまり，コンビニは店舗でのリアル・ショッピ
ングにとどまらず，バーチャル・ショッピングの機会と， したがってまた
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店舗には納まりきれない膨大な商品群へのアクセスの機会とを消費者に同
時に提供しようとしているのである。たとえば，セプン・イレプン・ジャ
パンはソニー， NEC等8社との合併企業「セプンドリーム・ドットコム」
を媒介に，ローソンは三菱商事の出資を得て端末「ロッピー」の機能強化
を図り，ファミリーマートは中堅コンビニ 5社と連合しつつトヨタ製の端
末「Gタワー」を設置してインターネットにも接続することを予定し，い
ずれも電子商取引への機会を大々的に拡大しようとしている。このような
商取引に必然的に付随するのは決済であり，コンビニの代金収納代行サー
ビスをより効率的に行う仕組みの開発が次ぎの重要なステップということ
になる。 NTTコムウェアはコンビニ向け接続システムとして「コンビニ代
金決済方式スマートピット」を開発し，各チェーンは導入を図る予定であ
る。スマートピットは，事前にコンビニ添え付けのカードを入手しておけ
ば， ECサイトで商品を買うときにカード番号のみ打ち込むことで，代金
を支払えるシステムである。一方でリアルな取引のみならずバーチャルな
電子商取引の拠点化とこれに伴う決済の代行サービスのいっそうの展開を
ねらうコンビニの戦略と，他方で決済サービス利用の動機付けになる仕掛
けとして電子商取引をインターネットバンキングに取り込もうとする銀行
の戦略とは，今後どのように交差し，いかなる競争や競合の関係が，ある
いは協調と補完の関係が生まれてくるのであろうか。そして，一方で今こ
そ多機能型端末の設置を重要な戦略手段としつつあるコンビニ・サイドの
事情と，他方で競争の戦略的手段の地位を降りつつあると思われる ATM
ネットワークについて共有化こそが望まれている銀行サイドの事情とを，
今後のネトワーク・インフラのあり方を考える場合にどのように考慮する
べきなのであろうか。
第5節おわりに
本稿では，特に金融システムの「決済機能」に関わる諸変化や生まれつ
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つある新しい銀行ビジネス・モデルを中心としながら，金融システムがI
T革新によっていかに変容しつつあるかを観察し，また変容の性格や本質
に関って試論的な考察を加えた。とりわけ，電子マネーの可能性と諸含意，
ナローバンク論との関連，金融情報ネットワーク・インフラの担い手のあ
り方等については多少立ち入った検討も行った。 ITの変化が金融システ
ムの「資金仲介機能」に与える影響については， 2ー 1節(1)を除いては十分
な議論を行っていない。その点を考えるには，優に書物一冊のスペースが
必要になると思われる。
さて，決済機能については本稿でも可能なかぎりで広く取り上げたが，
それでもなお焦点は決済取引回数の多い Bto C (リーテイル市場での企業
と消費者間決済）や決済金額の大きい Bto B (ホールセール市場での企業
間決済），これらに関連して Cto Bk (消費者・銀行間）， Bto Bk (企業・
銀行間），およぴこれらを最終的に決済処理する Bkto Bk (銀行システム
内の決済）を中心としている。ここでは，対外取引＝貿易の決済，つまり
D to F (国内主体と外国主体間の決済）の問題は取り上げなかったが， I 
T革新は世界共通の普逼的な現象であり，グローバリゼーションが進展す
る中では重要な側面である。また，今後は政府対国民GtoCおよぴ政府対
企業GtoBの側面でも IT革新にからむ決済のあり方が論点となってこ
よう。決済システムはその依存するネットワークが広く，かつ一貫した方
式が採用されているほど効率的であると考えられるので，その観点からは
国内のみならず国際経済全般に IT革新が及ぶことが望ましい。ただし，
ネットワークが拡大するほどシステミック・リスクは大きくなり，制御が
困難になるという側面があることにも留意する必要がある。
IT革新の波は今後とも金融システムに変革のインパクトを与えずには
おくまい。金融システムはその機能効率性の面でも機能安定性の面でも引
き続き影響を受け続けよう。その影響度合いを勘案しつつ，これに対応し
てしかるべき規制体系や制度デザインの改編・改善が望まれることは言う
までもない。 IT領域の技術革新が滞る気配は当面全く無く，それはます
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ます進展していくものと推測されるが，それ故に金融システムも絶え間な
い構造変化を繰り返すものと予想される。このことは，規制体系や制度デ
ザインが今後とも継続的に見直されなくてはならないということを意味し
よう。他方，技術はそれ独自の論理で発展するのみならず，金融システム
の構造・規制体系・制度デザインに反応しつついわば内生的に進化する面
もあろう。したがって，「技術革新→金融システムの機能・構造・制度の変
化→技術革新」といった，いわぱ永久運動が現出する。したがって，規制
体系の見直しなり制度デザインの改廃は，むしろ永遠に続く作業であると
言ってもよい。このように今日の経済社会が変転してやまない非静態的な
社会であることを前提にすれば，金融システムを観察し，そのあるべき姿
を考える上では動学的な視点が不可欠である。
IT革新は，今，異業種企業による銀行業参入（日本については表2'
英米等については表8参照）と銀行業免許のあり方について重要な制度問
表 8-1 海外の異業種参入による銀行及ぴインターネット銀行
銀行名 本店 設立年
従業員
総資産 純損益 特 徴
（人）
ファーストマ ・既存銀行と共同出資
ス ーケットパン 米国 1997 150 400億円 1億円 ・設立2年目で黒字
I ク ・企業向け取引もあるノゞ
I テスコ ・スーパー内支店は中
マ パーソナルフ 英国 1997 60 2000億円 ▼ 18億円 込書置き場程度I 
ケ ァイナンス •取引は郵便・電話で
ツ
・スイス最大手スーパ卜
型 ミグロ銀行 スイス 1958 800 1兆円 3億円 ーの完全子会社
・店内支店は最近開設
イ 2001年後 ・プルデンシャル保険
ン エッグ 英国 1998 2000 1.4兆円 半から黒 の完全子会社
夕 なチ,_▲ ・逆ざやで顧客集め中I 
ネ ・既存銀行より好条件
ツ
卜 テレバンク 米国 1996 250 5000億円 7000万円 を提示して顧客集め
型 • eトレードの子会社
出所：朝H新聞， 2000年3月18日号。
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表 8-2 英国のスーパーによる銀行業務参入の時期
年月 テスコ セインズベリ セーフウェイ．アズダ
95/2 クラプカード
/IO セーフウェイ
ABCカード
96/ 2 テスコ売」_:1位
/6 ナットウエストと連携 リウォーカード
バジェット r:1座
（クラブカード・プラス）
97/2 ナットウエスト提携解消 セインズベリー銀行積立
TPF設立 貯蓄預金
テスコ利益1位 積立預金
VISAクレジットカード
/3 セーフウェイ・バジェト
日1車
/6 消費者ローン
/7 TPF業務開始 住宅ローン セーフウェイ !SB
旅行保険，外貨
/9 貯蓄頂金
/12 TPF銀行免許取得 アズダ!SB
98/ 1 セーフウェイli'蓄預金
出所：田島〔1999〕。
表 8-3 英国の4大スーパーマーケットの業容
売上高（円） 経常利益（円） シェア
テスコ 3兆5,558億 1,824億 15.2% 
セインズベリ 3兆0,992億 1,706億 13.2% 
アズダ 1兆6,440億 827億 7.0% 
セーフウェイ 1兆6,142億 714億 6.9% 
く参考〉
ダイエー 2兆3,426億 10億
イトーヨーカ堂 1兆5,633億 712億
ジャスコ 1兆3,143億 247億
マイカル 1兆1,495億 150億
（資料）各社アニュアルレポートより作成， 1ポンド=200円
で換算。
出所：田島〔1999〕。
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題を投げかけている 32)。これに関連しては，すでに2000年8月に金融再生委
員会・ 金融庁より「異業種による銀行業参入等新たな形態の銀行業に対す
る基本的な考え方」および「異業種による銀行業参人等新たな形態の銀行
業に対する免許審査・監督上の対応」が発出され，現行銀行法上の運営指
針として 5つの論点に対する当局の対応のあり方が整理され，公表されて
いる。 5つの論点とは①子銀行の親事業会社等からの独立性確保，②親事
業会社等の事業リスクの遮断，③親事業会社等と総合的な事業展開を図る
場合の顧客の個人情報の保護，④資産構成が国債等の有価証券に偏してい
る場合のリスク管理や収益性確保，⑤有形店舗等を持たない場合の顧客保
護である。また，同年11月には金融審議会第 1部会より「異業者参入に伴
う銀行法等の整備• 他業禁止の緩和等に関するワーキング・グループにお
ける意見等（中間報告）」が公表され，「主要株主」の定義とこれに関する
ルール整備（出資比率に応じた株主に対する段階的な規制体系，銀行の株
主への融資規制，株主に対する検査権限等）についての論点整理，およぴ
銀行業における新たなビジネスモデルのあり方やそれに対する規制のあり
方について提出された意見等の整理がなされている。引き続き，諸外国の
32)銀行業への異業種参人とは，金融産業以外の企業による銀行買収や銀行免許申請
のことを指している。いわゆる「護送船団行政」によって，これまで銀行の陽表的
な市場退出は容認されずに米たが，同時に銀行業への新規参入も認められて来なか
った。銀行業態間のシフト（相互銀行→普通銀行，信用金庫→地方銀行などの業態
転換）はあったが，銀行業への字義通りの新規参入はこれまで無かった。 80年代の
金融自由化の流れの中で成された金融制度改正は，子会社方式による金融業隣接分
野への相互乗り入れを公認した。金融産業の業態間相互参入（子会社を設立して，
銀行→証券業務，証券→信託業務・銀行業務保険→銀行業務・証券業務などの参
入）に他ならない。その後90年代の銀行システム不安定化とこれに関連した金融機
関再編がらみで，異業種（ただし，ノンバンクや情報関連産業）の銀行業参入が出
始める。たとえば， 1B山一信託（旧山一証券の信託銀行子会社）→オリックス信託
銀行，旧日本長期信用銀行→米国系投資組合リップル・ホールディングズの買収で
新生銀行， 1日日本債券信用銀行→ソフトバンク中心の企業連合による買収で，あお
ぞら銀行。 90年代末から2000年度にかけては，流通業界や製造業からの銀行業参入
の構想がぞくぞくと出始めたのである。
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なお， 日本では金融ピッグバンの中で金融持株会社の設立が認められ，
いわば金融コングロマリット化への道が合法化されたものと言える。米国
では長年の検討課題であったグラス・スティーガル法Grass=Steagall 
Act (銀行業務と証券業務の分離を定めた1933年銀行法）の改正ないし廃止
問題が，ょうやく 1999年グラム・リーチ・プライリー法Gram=Leach= 
Bliley Actの成立で決着した。実態の追認という面はあるが，銀行持株会
社 (BHC)を金融持株会社 (FHC)に転換し，そのもとに金融諸産業（証
券業等はもちろん含まれる）に従事する子会社を躍くことが認められたの
である。ただし，金融業 (finance)と商業 (commence)の分離について
は厳格に規制する態度が鮮明である (FHCの下に商業子会社を持つこと
はできない）。かくして， 1999年まで容認されていたスーパー等による銀行
業参入は，逆に禁止されることになった。他方，英国ではスーパーマーケ
ット等の小売業者がすでに銀行免許を得て消費者の支持を得ているなどの
事実があり（欧米のスーパー等による銀行業参入は，表8参照），金融業と
商業の区別については比較的寛容な面も見られ，異業種参入をむしろ促進
する姿勢が見える。英国の商業銀行は従来より寡占的市場構造を持ってい
て消費者からの受けが良くないことを勘案すれば33), 競争促進上はそれは
好ましいことと言えるかも知れない。国情の違いが金融制度に多少とも影
響するのは避けられないものの，今後ITの革新が金融制度をどのような
方向に変化させていくかは引き続き留意して観察していく必要があろう。
さらに，金融システムの持つ機能そのものには変化がないとしても，機
能の仕方（規模，スピード等）は技術革新の結果として変化し得る。その
結果，個々の金融機関の経営は言うまでもなく，資金全体を制御する金融
政策のあり方もまた変化せざるを得まい。本稿では金融政策の側面を特に
取り上げることはしなかったが，これについてはたとえばノンパンクのい
33)英国のリーテイル銀行の諸問題については，クルックシャンク〔2000〕が詳しい。
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っそうの発展が金融政策の効果を相殺しないか，電子マネーの発展は既存
の金融政策手段によるマネーサプライ・コントロールの有効性を低めない
かといった論点がある。後者の論点に関連して言えば，電子マネーが普及
したとしてもそれが中央銀行の通貨発行特権や免許制度下にある銀行によ
って発行される限りにおいては従来の政策の枠組みを基本的に無修正で適
用しても効果は殺がれないものと思われる。しかし，オープン・ループ型
ないしクローズド・システム型の電子マネー（これは使用される都度，電
子マネーの発行主体の手元に還流して現金や預金に転換される必要の無い
場合であり，それ自体が転々と流通する可能性を与えられた電子マネー）
の発行が自由化された場合，それは貨幣発行の自由化論ないし貨幣法定主
義の根本的な改変ということになろうが，その場合にあっては旧来の政策
手段や政策手法は有効でなくなる可能性も否定できないと思われる。貨幣
発行自由化論も一つの議論としては成り立つし， IT革新によってその技
術的応用可能性は高まっていることから，いわゆる "freebanking"につ
いては引き続き理論的かつ歴史実証的観点から検討の余地があろう。また，
金融の証券化や金融デリバティブ取引の発展が金融政策や金融規制のあり
方にいかなる影響を与えるかの検討も重要な課題として残されている。
最後に， しかし，決して小さな論点としてではなく， IT革新とそれの
金融産業への応用が持つかもしれない諸問題に対してもわれわれは敏感で
あらねばならない。 IT革新の効果を単に効率性（利便性）向上の規準の
みで評価するのは片手落ちであろう。システム・ダウンをはじめとする種々
のオペレーショナル・リスクが，決済システムや金融仲介システム全体を
危機にさらす可能性，すなわちシステミック・リスクヘと発展する可能性
を認識しておく必要があろう。また， IT革新が市場への参加者に対し果
たして均等の機会を保証するものであるかどうかも重要な論点である。い
わゆるデジタル・デバイドの問題（情報リタラシーの格差に由来する取引
機会不平等化の問題），そして複雑で可視的でない取引プロセスに乗じた詐
欺的行為の多発の可能性に関連する問題，さらにシステムそのもののセキ
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ュリティ確保とプライバシー情報の保護の問題等は．今後革新的な ITが
金融取引の現場にますます応用されればされるほど，いっそう先鋭的に顕
在化する可能性を否定できないからである。
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